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米国における数学と生命科学の
研究協力促進のための科学技術政策　 ‥‥‥
数学の知識が取り入れられることで、物理学や化学などの
分野は大きく発展した。近年、米国では、生命科学において、
同様な効果を期待した政策が実施されている。

サービス記述と知識処理を行う
セマンティックウェブ関連技術　‥‥‥‥‥
セマンティックウェブ技術で、ネットを介した「知識の共
有」など高度な情報処理環境が実現できる。この技術は、
多様なサービス提供に応用できるだろう。

ライフサイエンス分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　P.3

縡新しい非ステロイド抗炎薬「COX‐2阻害薬」に予期しない副作用
縒子供の心的ストレス測定のための比較検討が着手された

情報通信分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　P.5

縱 TCP/IP の開発者が、2004年ACMチューリング賞を受賞
縟 EUが情報通信技術予測プロジェクト「FISTERA」を終了

環境分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　P.7

縉日本の環境持続可能性は世界30位

エネルギー分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　P.8

縋次世代原子炉の開発進める中国

製造技術分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　P.9

縢 SiCで世界最高性能のパワートランジスタを開発

フロンティア分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　P.10

繆実現の可能性出てきた宇宙エレベータ
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米国における数学と生命科学の
研究協力促進のための科学技術政策

　ヒトゲノムプロジェクトにおいて、コンピュータ科学、数学、情報科学といった学問が

研究の進展を大幅に早めたことは記憶に新しい。欧米では、今後の生命科学の発展に数学

と生命科学の研究協力が重要と考えられており、近年そのための科学技術政策が具体化し

てきている。一方、日本には数学と生命科学の融合を推進する科学技術政策はなく、この

ままでは諸外国に生命科学分野で後れを取る恐れがある。

　米国政府支援の数学とコンピュータ科学分野の研究資金 (funding) は合計で約 3億

7,500 万ドルである。ライフサイエンス分野の 1/10 程度であるが、最近 10年間は

緩やかな増額傾向にある。その約半分が全米科学財団（NSF）によるもので、残りは国

防総省 (DOD)、国立衛生研究所（NIH）、エネルギー省（DOE）が行っている。NIH は

6,300万ドル（約66億円）の研究費支援を行っており、生命科学と数学の融合分野な

どの研究を支援している。

　2003年 2月にはNSFと国立衛生研究所 (NIH) の合同シンポジウム、「数学と生物学

の研究協力の促進 (Accelerating Mathematical-Biological Linkages)」が開催された。

そこで数学と生物学の研究協力の促進のために、盧組織のとるべき行動として、①NSF

と NIH との協力の拡大、数学と生命科学の境界領域を研究する国立のセンター設立、②

ゲノムやプロテオミクスなど生命科学研究上のあらゆるデータを統合したデータベースの

確立など、盪教育においてとるべき行動として、①境界領域を研究するポスドク対象の新

しいプログラム作成、②数学関連や生命科学関連学部の学部長を対象にした学際的な学部

教育カリキュラム作成のためのワークショップ開催など、蘯研究においてとるべき行動と

して、数理生物学領域でチャレンジングなトップ10の研究課題のリスト作成などが合意

された。

　さらに米国では、様々な大学で「数学の能力をもった生命科学者」を育成するための学

部教育カリキュラム策定の取り組みが実施されている。一方日本では、数学と生命科学の

研究協力、分野融合に関する国家レベルの施策や動きはない。

　新しい分野の研究を進展させるためには、一定数以上の研究者数が必要である。そのク

リティカル・マスを確保するために、大勢の研究者や学生を対象とした育成プログラムの

策定が必要である。国家レベルでの生命科学と数学研究の連携の推進のために、①数学分

野の推進・支援を担当する部署を省庁内に設ける、②生命科学専攻の学生に対する数学教

育の充実、③生命科学研究者と数学研究者が共同研究できる場（研究所）の創生、を提言

する。
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サービス記述と知識処理を行う
セマンティックウェブ関連技術

　現在、ウェブで提供される情報量は爆発的に増大しており、今後数年で100倍規模の

増大となることが予想されている。こうして蓄積された文書データを複合的に連携させて、

革新的なサービスを提供しようとする技術が「ウェブサービス」である。ウェブサービス

が目指すのは、蓄積される情報の表現形式の差異を吸収し、求められるサービス毎にそれ

ぞれのサービスに合致した表現形式を提供することである。

　だが、増大する情報量によって、求める情報にたどり着くのが難しくなっている。既に

統計学的な操作によって検索情報の順位を定める一般的な情報検索エンジンでは、満足で

きる情報検索結果が得られないという問題が生じている。こうした問題に対処するため、

1998年にウェブの生みの親であるTim Berners-Lee によって構想が示されたのが、知

識処理を実現する「セマンティックウェブ」の概念である。セマンティックウェブは、「意

味（セマンティック）」を取り扱う技術である。狭義には国際標準化団体であるW3Cの

定める情報共有のための文書公開手段に係る規格であり、広義には公開文書のオントロジ

ーなど「意味」を取り扱う幅広い技術を指す。

　セマンティックウェブ技術を利用することによって、インターネットを介した「知識の

共有」など高度な情報処理環境が実現できる可能性がある。現在のウェブ関連技術の潮流

によって、より高度な知識処理を実施し、多様なサービスの実現に応用できる環境が整備

されつつある。

　現在、先進的な科学技術分野では、研究活動に付随して蓄積される文書情報が膨大とな

っている。例えば創薬研究においては、薬効性能が期待できる反応の膨大な組み合わせ可

能性の中から実験による検証を実施するための絞り込みが必要である。セマンティックウ

ェブ技術の確立によって、情報を構造化し、異なる地域・組織に分散して存在する情報に

対して、半自動的な絞り込みが実施できる。こうした共通の規格に基づく情報共有によっ

て、宇宙探査、バイオインフォマティクス、ナノテクノロジーなどの分野において、研究

開発の生産性が飛躍的に向上する可能性がある。

　セマンティックウェブ技術をはじめとするウェブ関連技術の研究推進のためには、融合

分野の研究に合致した、ミッションを明確にしたプロジェクト型の推進体制が必要である。
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science

　リウマチ性疾患をはじめ多くの疾患の治療に使用されている非ステロイド抗炎薬には、主な副作用と
して重症消化管障害がある。1999 年より、副作用が少ない非ステロイド抗炎薬として、標的分子で
あるシクロオキシゲナーゼ（COX）の内、炎症部位特異的に発現が増加するCOX‐2を選択的に抑
えるCOX‐2阻害薬セレコキシブとロフェコキシブが発売され、臨床上で広く利用されていた。しか
し、2004 年 9月30日、ロフェコキシブを製造している米国メルク社は、ロフェコキシブの服用で心
筋梗塞発症のリスクが増加することを理由に販売を中止することを表明した。本件に関する研究論文は
2005 年 2月25日にウェブ版のNew England Journal of Medicine 誌に発表された。この新たな
副作用が、ロフェコキシブだけのものか、COX‐2を強く阻害する薬物に共通のものかは議論されてい
る段階である。新しい作用メカニズムをもつ薬物に対しては、市販後も、新たな副作用が起こり得る可
能性を考えて臨床研究などを通じた十分なモニタリングが重要である。

トピックス1　新しい非ステロイド抗炎薬「COX‐2阻害薬」に予期しない副作用
　非ステロイド抗炎薬（NSAID）は、リウマチ性

疾患をはじめ多くの疾患の治療に使用されている

が、主な副作用として胃や十二指腸、さらに小腸

や大腸などの消化管に潰瘍を引きおこすことがあ

り、それによる大出血や腸管の穿孔などによる死

亡例もときに見受けられる。その欠点を補うべく

登場したのが、非ステロイド抗炎薬の標的分子で

あるシクロオキシゲナーゼ（COX）の中で、炎症

部位特異的に発現が増加するCOX‐2を選択的に

抑える薬物である。このようなセレコキシブとロ

フェコキシブという２つの選択的COX‐2阻害薬

が、1999年に米国で、その後他の国でも市販された。

これらは、副作用の重症消化管障害は明らかに少

ないということがわかり、臨床で広く使われるよ

うになった。日本ではセレコキシブが承認申請中

である（ロフェコキシブは日本では未承認）。

　ところが 2004 年９月 30日に、ロフェコキシブ

を製造している米国メルク社は、世界的に年間

3,000 億円売れているこの薬物を市場から撤退させ

ると発表した。これは、テキサス大学M.D. アン

ダーソン癌センターのBresalier 博士等とメルク社

等による研究により、ロフェコキシブの服用者に

心筋梗塞の発症リスクが高いことがわかったから

である（New England Journal of Medicine, vol.352, 

1092‐1102, 2005）。この研究をまとめた論文はウェ

ブ版では 2005 年２月 25日に発表された（雑誌で

は 3月 17日号発表）。

　実はロフェコキシブの服用者に心筋梗塞が多い

ことについては、既に 2000 年の従来薬の非ステロ

イド抗炎薬であるナプロキセンとの比較研究で有

意差が出ていた。それにも関わらず発売中止にな

らなかったのは、ロフェコキシブのリスクを考慮

するよりも、比較相手のナプロキサンが心筋梗塞

を防ぐ作用をもつと考えたことによる。今回の研

究では、プラセボとの比較で、有意にロフェコキ

シブ服用者に心筋梗塞が発症していたことが示さ

れたため、市場からの撤退を余儀なくされた。迅

速な対応のように思われるが、発売中止の発表後

には、「副作用の臨床試験データが既に蓄積されて

いたのに対応が遅かった」との批判が臨床系の多

くの学術誌で展開された。

　この新たな副作用はロフェコキシブだけのもの

か、COX‐2を強く阻害する薬物に共通のものか

の議論が盛んである。しかし、COX‐2のみを抑

える薬には予想できる副作用であることから、程

度の差はあるとしてもロフェコキシブのみの副作

用であるとする議論は分が悪い。実際、同じく２

月 25 日付のウェブ版の New England Journal of 

Medicine には、セレコキシブもプラセボに比べて

心筋梗塞の発症例が多かったとする臨床試験の結

果も発表されている。さらに、４月７日にはファ

イザー社は米国医薬品局（FDA）の要請を受け入れ、

同様な副作用を示した別のCOX‐2阻害薬の発売

中止を発表した。

　このことは、新しい作用メカニズムをもつ薬物

に対しては、市販された後も、新たな副作用が起

こり得る可能性を考えて、臨床研究などを通じて

モニタリングを十分にすることが重要であること

を示している。また、副作用などの知見が得られ

た時には、発売中止などの迅速な対応を取り得る

システムを備えていることが必要である。

参考文献：New England Journal of Medicine, vol.352, 1092‐1102, 2005（東邦大学　医学部教授　川合眞一氏のご投稿より）
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science

　2005年 3月26日に開催された、科学技術振興機構「脳科学と教育」研究プログラムの経過報告で、
心的ストレスに相関して変動する遺伝子発現を指標に、成人の心的ストレスを科学的に測定する方法と、
うつ病の診断法開発の成果が紹介された。ヒト・ゲノム全解析の結果、ストレス反応に関与する遺伝子
が同定された。ストレス関連遺伝子の発現を解析するためのDNAチップ解析技術がほぼ完成し、脳内
の変化（心的ストレス）を少量（現時点の感度で2.5ml）の末梢血で解析する事が可能になった。
　大人の心的ストレス測定は進んでいるが、社会的な関心事となっている小児の心的ストレスに関する、
科学的な評価基準や解決方法の策定は進んでいない。問題を抱える小児とその保護者の協力は得られて
いるが、対照となる健常児の協力が得難い事が、研究の障害となっている。新たな科学的知見・技術の
出現に伴い、その社会への応用を検討するためには、新たな検証体制や、厳正な安全性・適正評価基
準の策定が必要である。

トピックス2　子供の心的ストレス測定のための比較検討が着手された

　科学技術振興機構の「脳科学と教育」研究プロ

グラムでは、「過剰なストレスから脳を守り、健全

に発達させる方策」を目標に挙げている。第９回

社会技術研究フォーラム（2005年３月 26日）でそ

の成果が発表された。

　近年「ストレス」は、外部からの刺激などに対

して、生体が恒常性を保つために示す基本的な生

体反応（ストレス反応）の面から、生物学的に研

究されている。通常、刺激の後、ストレス反応が

数時間おこり、刺激や変化の消失後は数時間で定

常の水準に戻る。病的状態では、①ストレス反応

が本来必要でない時に起こるか過敏に起こる、②

過剰なストレス反応が生じ終息しない、③逆にス

トレス反応が生じない、などが挙げられる。従来、

個人にかかるストレスは、性格や心理テスト、生

化学的測定、生理学的検査、臨床医学的評価など

で総合的に行われてきたが、時間・手間がかかり、

感度や客観性に問題があった。

　ヒト・ゲノム全解析の結果、ストレス応答を調

整するストレス間連遺伝子が同定された。心的ス

トレスによる脳内の変化は、神経情報や血中への

ストレス関連因子の放出により身体各所に伝えら

れる。末梢血中の白血球は、この因子に対する受

容体を数多く発現しており、脳内の変化（心的ス

トレス）を少量（現時点の感度で 2.5ml）の末梢血

で解析できる。通常、ストレス関連遺伝子の発現

が増加あるいは減少すると、ストレス反応を惹起

し、定常の水準に戻ることでストレス反応は消失

する。

　「教育支援のためのバイオメンタル技術の開発」

研究班（代表、六反一仁氏）は、ストレス関連遺

伝子やストレス反応の関与する遺伝子の発現を解

析するDNAチップ解析技術をほぼ完成させてい

る。大学生を対象に、遺伝子発現の変動に関する

解析、身体・心理及び脳活動の変動に関する解析

を組み合わせ、心的ストレスを測定出来る事が示

された。

　近年、保護者と子供の心の問題は、社会的な関

心事となっている。子供が過剰なストレスを感じ

る事、あるいは必要な心的緊張（ストレス）を抱

けないことは、健全な心の成長と学習を妨げる可

能性がある。その原因を解明し、解決方法を見出

すために、子供の心的ストレスを科学的に測定し、

客観的評価基準を作成する事が必至である。上記

の研究班は既に、過剰なストレスに晒されている、

あるいはストレス感受性の逸脱を示す小児の協力

を得、解析を行なっており、小児医育機関と協同で、

対照例も含めた比較検討を計画している。しかし

成人と異なり、現状では対照例となる健常児を募

る事が困難で、研究進展の障害となっている。

　「脳科学と教育」研究プログラム全体として、開

発された技術を、子供の養育や教育に実用化する

に先立ち、技術の内容や適用方法に関して、厳正

な適正評価（アセスメント）を行なう事が強調さ

れている。

参考： 「第9回社会技術研究フォーラム」：http://www.ristex.jp/schedule/newpage1.htm、六反一仁「教育支援のための

バイオメンタル技術の開発」

  ‘Expression analysis of psychological stress-associated genes in peripheral blood leukocytes.’ Morita K et al,

 Neuroscience Letters, in press (2005)
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 情報通信分野 TOPICS Information & Communication

　2004 年度のACMチューリング賞が、TCP/IP プロトコルの共同開発者である、Vinton G. Cerfと
Robert E. Kahn の 2 氏に授与されることになった。チューリング賞は、コンピュータサイエンス分野に
おける最も権威のある賞とされている。今回の受賞は、ネットワーク分野で初の同賞受賞となる。
　両氏が設計したTCP/IP プロトコルは、インターネットによる通信機能の核となる技術であり、データ
転送の効率化と信頼性向上に大きく寄与した功績が認められた。両氏は TCP/IP プロトコル完成後も、
インターネットの構築とその発展に指導的な役割を演じてきた。授賞式は6月にサンフランシスコで行わ
れる。

トピックス 3　TCP/IPの開発者が、2004 年ACMチューリング賞を受賞
　2004年度のチューリング賞は、Vinton G. Cerf と

Robert E. Kahn の２氏に授与されることが発表さ

れた（２月 16日）。彼らは、初期のインターネッ

トの構築に先駆的な貢献をし、TCP/IPと呼ばれる

基本的な通信プロトコルを設計し、その後その実

装とインターネットの発達に関して指導的な役割

を演じてきた。

　チューリング賞とは、コンピュータサイエン

ス分野における最も権威のある賞とされており、

ACM（米国に本部を置く世界最大規模の計算機学

会：Association for Computing Machinery）によっ

て毎年、計算機科学の発展に寄与した人物に与え

られてきた。同賞は、計算機の原理を考案したチ

ューリング（Alan M. Turing、1912‐1954）を讃え

て設立され、1966 年以来続いている。図表に過去

５年間の同賞の受賞者の氏名と授賞対象となった

業績の概要を示す。同賞の授与は、今年６月にサ

ンフランシスコで開催されるACMの表彰式にお

いて行われる予定である。

　今回の受賞者であるCerf 氏は、スタンフォード

大学で数学の学士を得た後、UCLAにおいてコン

ピュータサイエンスで、修士号および博士号（1972

年）を取得している。一方、Kahn氏は、ニューヨ

ーク市立大学を経て、プリンストン大学で修士号

および博士号（1964 年）を取得している。現在、

Cerf 氏は情報ネットワーク関連の米MCI 社の副

社長、Kahn氏は国防関連の米CNRI（Corporation 

for National Research Initiatives）社のCEO兼社長

を務める。

　２人は、インターネットの前身であるARPAネ

ットプロジェクトに参加し、システムの設計、運用、

方式の普及において中心的な役割を演じてきた。

1974 年 に、 連 名 で TCP（Transmission Control 

Protocol）とよばれるメッセージ交換のための通信

手段に関する論文を発表している。インターネッ

トにおける通信の単位は、IP（Internet Protocol）

パケットとよばれる。通信に際して障害が発生し

ても、IPに分解されたメッセージを正確に通信す

るためには、論理的回線を構成し、障害を回避・

訂正する機が必要である。TCPは、この機能を提

供する。TCPとIPおよび関連する通信制御機能（通

信プロトコル）は通常TCP/IP と記されインター

ネットの核となる通信プロトコルである。

年度 受賞者 授賞内容

03 Alan Key

コンピュータの世界に利用者を
中心の概念を導入しパーソナル
コンピュータなど様々な利用環
境を考案した。

02
Ronald L. Rivest,
Adi Shamir,
Leonard M. Adleman

RAS暗号の開発とその後の暗号
技術の発展に寄与した。

01 Kristen Nygaard,
Ole-Johan Dahl

「Simula I」などのプログラミン
グ言語の開発を通じてオブジェ
クト指向プログラムの考え方の
基礎を確立した。

00 Andrew Chi-Chih Yao
計算理論分野で特に擬似乱数の
生成理論に基づく計算の複雑さ、
暗号、通信複雑度に関する研究。

99 Frederick P. Brooks, Jr.
計算機アーキテクチャ、オペレ
ーティングシステムおよびソフ
トウエア工学への貢献。

最近 5年間のチューリング賞受賞者の氏名および受賞内容
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 情報通信分野 TOPICS Information & Communication

　EUが 2002 年から150万ユーロを投じて実施してきた情報通信分野に関する技術予測調査が最終
段階を迎えている。3月に予備調査が終了し、総論となる「情報社会の今後 5年間の見通し」をはじ
め、ネットワークや情報技術分野の人材問題など各種報告書が公開された。6月に総括となるワークシ
ョップが開催され、欧州が2010 年までに「『知識』にもとづく最も競争力のある社会」となることを
謳った「リスボン宣言」の実現に向けて具体的な科学技術政策に反映される見込みである。本調査では、
「Technology Trajectories : 技術軌道」という分析概念を導入し、「情報蓄積」「演算処理」など
の技術領域が、「医療、健康」「高齢化」「教育」「文化の多様性」などの対象分野にどのように影響
するかを分析している。

　EU①の IPTS②は、「欧州おける情報化社会の

科学技術に関する科学技術予測プロジェクト、

FISTERA③」を実施してきた。これは、欧州連合

諸国の情報通信分野における競争力と関連する技

術が今後社会へ及ぼす影響等を分析するものであ

る。本プロジェクトは、2002 年から３年間総額約

150万ユーロを投じて実施された。

　2005 年３月現在、専門家に対するオンラインの

「デルファイ調査」、ワークショップによる「シナ

リオ作成」等、予測に利用される一連のデータ収

集が終了した。また、IPTSは、来る６月に「欧州

における知識社会の実現：先進的情報通信技術に

よる既存課題の解決―リスボン宣言から５年を経

て―」と題する有識者のワークショップをスペイ

ンのセビリアで実施する予定であり、この場で本

プロジェクトの総括が行われる模様。

　これまで、分析結果の総論をまとめた「“i 2010” 

The next five years in Information Society（ 情 報

社会の今後５年間の見通し）」と題した報告書が

公開されている。また、専門家のグループに対

するオンラインデルファイ調査の結果をまとめ

た「Synthesis Report on the FISTERA thematic 

network study 2002‐2004」、人材問題に焦点を

あてたワークショップの結果をまとめた「The 

Human Resource Factor in the Information Society 

Future」等の報告書が公開されている。これらの

分析は、英国 PREST④、ドイツ Fraunhofer 研究

所⑤等のメンバーによる汎EUの予測調査専門家チ

ームによる。FISTERAに関する報告書等の文献は、

http://fistera.jrc.es/ で入手可能である。

　 具 体 的 な 技 術動向の予測に関しては、

「Technology Trajectories：技術軌道」という分析

概念を導入し、「情報蓄積」「演算処理」などの技

術領域が、「医療・健康」「高齢化」「教育」「文化

の多様性」など対象分野にどのように影響するか

をデルファイ法やシナリオ作成などの手法を用い

て分析した。FISTERAで扱った技術軌道と対象分

野を図表に示す。

　一連の予測調査結果にもとづいて、欧州が 2010

年までに「『知識』にもとづく最も競争力のある社会」

となることを謳った「リスボン宣言⑥」の実現に向

けて具体的な政策が検討される見通しである。

トピックス 4　EUが情報通信技術予測プロジェクト「FISTERA」を終了

①【EU：European Union】欧州連合。

② 【IPTS：Institute Prospective Technology Study】未来

技術研究所。EUの下部組織。

③ 【FISTERA：Foresight on Information Society 

Technologies in the European Research Area】欧州の研

究領域における情報社会技術に関する予測調査プロジェ

クト。

④ 【PREST】科学技術政策、技術戦略等の研究機関。英国

マンチェスター大学の付置研究所。

⑤ 【Fraunhofer研究所】ドイツに本拠を置く情報公開と情

報システムに関する研究所。

⑥ 【リスボン宣言】2000年９月に欧州の閣僚がポルトガルの

リスボンに集い、2010 年の欧州のあるべき姿を描いた宣言

文。情報通信技術が果たす役割の重要性が指摘されている。

技
術
軌
道

Storage（情報蓄積）、Processing（演算処理）、
Communications（通信）、
Info Visual Display（情報ディスプレイ技術）、
Printing（印刷・表示技術）、
Human interfacing（マン‐マシンインターフェース）、
Bandwidth（広帯域通信）、Info retrieval（情報検索技術）、
Data capturing（データ獲得技術）、
Pin pointing（位置情報処理）

対
象
分
野

Leisure and recreation（遊び・娯楽）、
Social / family relationships（社会生活、家族関係）、
Cultural diversity（文化の多様性）、Transport（交通手段）、
Health（健康・医療）、Ageing（高齢化）
Social welfare / public services（社会福祉・公共サービス）
Security（安全・安心）、Work organization（就業組織）
Management（経営）、Government（政府）
Education and learning（教育・学習）

FISTERAにおける技術軌道と対象分野
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 環境分野 TOPICS Environmental Science

　2005 年の世界経済フォーラムにおいて、各国の環境持続可能性に関するランキングが発表された。
世界146ヶ国中、第1位はフィンランド、日本は30 位（アジアではトップ）、米国は45位であった。
このランキングは、米国の研究者により考案された21の指標（76 項目）からなる、環境持続可能性
指数（ESI）に基づくものである。ESI の特徴は、環境システム面、環境ストレス面、人間に対する
影響面、社会組織の許容能力面、国際貢献面に分類される多面的な評価を行っている点にある。国別、
指標別に環境パフォーマンスを比較できるため、政策ツールとしての価値が高い。日本は、環境システ
ム面と環境ストレス面は低い評価結果であったが、前回の2002 年の ESI 評価結果（78位）と比較
すると、国際貢献面の高い評価により順位を上げている。

トピックス 5　日本の環境持続可能性は世界 30 位
　2005年１月 27日にスイスのダボスで開催された

世界経済フォーラムにおいて、環境持続可能性に

関する各国のランキングが発表された。このラン

キングは、米国イェール大学とコロンビア大学の

研究者により考案された 21の指標（76項目）から

なる、環境持続可能性指数（ESI：Environmental 

Sustainability Index）に基づくものである。その内

容として、環境システム面（大気の質・生物多様

性・土地・水質・水量）、環境ストレス面（大気汚

染物質排出量・生態系ストレス・人口・廃棄と消

費・水に関するストレス・天然資源の管理）、人間

に対する影響面（健康・食糧・天災）、社会組織の

許容能力面（環境施策・環境的効率・民間企業活

動・科学技術）、国際貢献面（国際プロジェクトへ

の参加・温室効果ガス・環境負荷物質の越境）の

評価が含まれている。ランキングにおいて、世界

146ヶ国中、第１位はフィンランド、２位から５位

はノルウェー、ウルグアイ、スウェーデン、アイ

スランドであり、日本は 30位（アジアの中ではト

ップ）であった。また、米国は45位、中国は 133位、

そして下位国には、イラク、台湾、朝鮮民主主義

人民共和国がリストされた。

　ESIの結果によると、先進国が直面する環境面の

課題は、公害による環境ストレスや廃棄物関連の

問題に特化しているが、発展途上国においては資

源の枯渇や公害防止の能力欠如等が主な懸念事項

となっている。また、ランキング上位国に共通し

ている点は、天然資源の豊富な埋蔵量、低い人口

密度、環境と開発に関わる問題への適切な対応等

であった。一方、ランキング下位国は、自然発生

的要因・人的要因の両面で多くの課題を抱えてお

り、これらの対策が適切に行われていなかった。

　ESI の考案者であるイェール大学のDaniel C. 

Esty 教授は、「ESIを基準として国別、指標別に環

境パフォーマンスを比較でき、価値ある政策ツー

ルを得ることが可能になる。また、ESIの評価を通

して環境持続性を向上させるような取り組みをお

こなう国とそうでない国との差が浮き彫りになり、

より良い成果を達成するためのプレッシャーが生

じる」と述べている。

　日本は、2002年発表のESIランキングでは 78位

であったが、今回は特に国際貢献面の評価を上げ

て30位となった。しかし、環境システム面（特に、

生物多様性・土地・水量）と環境ストレス面（特に、

大気汚染物質排出量・水・天然資源の管理）の評

価は低い結果として示されており、今後こうした

分野への一層の取り組みが期待される。

ESI ランキング抜粋

http://www.yale.edu/esi/ESI2005_Main_Report.pdf より

日本のESI 大分類別評価

http://www.yale.edu/esi/b_countryprofiles.pdf より
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 エネルギー分野 TOPICS Energy

　中国は、本年 2月、高速増殖炉および高温ガス炉の新型炉開発に関する新たな計画を正式に発表し
た。2020年ごろに高速増殖原型炉の完成を目指し、現在は高速増殖実験炉を北京郊外に建設中である。
開発を担うのは中国核工業集団である。また高温ガス炉については、ペブルベッド型高温ガス炉の世界
初の商業用発電所の建設認可申請が進んでいる。次世代ペブルベッド（被覆球状燃料）型高温ガス炉①

は、他の高温ガス炉形式より安全性が高く、経済性にも優れるとされ、プラント建設母体となる華能国
際電力（Huaneng Power International）率いるベンチャー組織が、熱出力200MWの商業炉用敷
地として山東省北東沿岸部の威海市を選定した。
　中国は、中長期的にエネルギー、電力需要の大幅な増大が見込まれている。原子力発電所の大規模増設や、
高速増殖炉、高温ガス炉などの次世代型原子炉開発政策を推進しており、今後の動向が注目される。

トピックス 6　次世代原子炉の開発進める中国
　中国は、本年２月、高速増殖炉および高温ガ

ス炉の新型炉開発について新たな計画を正式に発

表した。中国の原子力開発を担う中国核工業集団

は、2020 年ごろに高速増殖原型炉の完成を目指

すことになった。高温ガス炉については、プラン

ト建設母体となる華能国際電力（Huaneng Power 

International）率いるベンチャー組織が、他の高温

ガス炉形式より安全性が高く、経済性にも優れた

次世代のペブルベッド（被覆球状燃料）型高温ガ

ス炉①の商業炉用敷地として山東省北東沿岸部の威

海市を選定した。これらの新型炉開発は、中国に

おけるエネルギー技術開発の一環として、1986 年

3月に国務院が承認した高技術研究発展計画②に組

み込まれている。

　上記高速増殖原型炉の前段階である実験炉に関

しては、国民経済の次期中期計画「第 11 次 5ヵ

年計画」（’06～’10 年）の早い時期に、電気出力

20MWのロシア製実験炉を完成、稼動させる予定

で、現在、北京郊外の中国原子能科学研究院に建

設中である。投資額は 13 億 8800 万元（約 173 億

円）と見積もられている。原型炉建設は、中国原

子能科学研究院により昨年２月に申請され、今回、

電気出力 600MWのロシア製高速炉BN‐600 の導

入が承認された。ロシアからの移転技術をもとに、

自主技術開発を進める。高速増殖炉は経済性向上

や安全性確保が困難などとして実用化を断念する

国が過去に続出したが、エネルギー不足を背景に

原子力発電所の大規模増設を目指す中国は、その

推進姿勢を明確にした。

　一方、華能国際電力率いるベンチャー組織は、

世界第１号の商業用発電所となる熱出力 200MW

のペブルベッド型高温ガス炉の建設認可申請を進

めている。このプロジェクトには、CNEC（China 

Nuclear Engineering and Construction）と清華大

学も参加する。華能国際電力は、プラント建設

にかかる費用として、50％をベンチャー組織が、

35％を CNECが、５％を清華大学が分担し、残

りの 10％を外部の投資家に求めている。プラント

の初期建設単価は、電気出力１キロワット当たり

$1,500（約 156,000 円）と推定され、建設から運転

開始まで５年以内で実現可能とされている。清華

大学の原子力・新エネルギー技術研究所は、北京

郊外に 10MWのペブルベッド型高温ガス実験炉を

運転中であり、技術と経験を上記建設に反映する。

運転中のペブルベッド型高温ガス炉をもつのは、

現在世界で中国だけである。

　中国は、中長期的にエネルギー、電力需要の大

幅な増大が見込まれている。原子力発電所の大規

模増設や、高速増殖炉、高温ガス炉などの次世代原

子炉開発政策に関して、今後の動向が注目される。

① 高温ガス炉の一種。核反応でヘリウムガスを高温に熱し、

発電機のタービンを回す仕組み。燃料には、二酸化ウラ

ンをシリコンカーバイトなどで三重に被覆した多数の粒

子（直径約１ミリ）を、直径六センチの黒鉛のカプセル

で包んだ炭団状の球（ペブル）を使う。「心臓部」であ

る原子炉圧力容器の内面は耐熱性の高い黒鉛のれんがが

はられ、燃料を上から入れ自然落下させて燃やす流動式。

運転中でも燃料が装荷でき、六年間連続運転が可能。出

力は一基当たり 125 ～ 165MWと小型だが、電力需要に

合わせて増設しやすく、８基組み合わせれば 1,000MW級

の原発と同じ規模になる。

②  863 計画ともいう。1986 年３月に、世界の先進技術レベ

ルに追いつき、中国のハイテク技術を発展させようとい

う著名学者の提案を受け、中国国務院が認めた計画。

核燃料サイクル開発機構、村松壽晴氏のネットワーク投稿をもとに動向センターにて作成
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 製造技術分野 TOPICS Manufacturing Technology

　独立行政法人産業技術総合研究所と国立大学法人山梨大学は、シリコンカーバイド（SiC）を用いた、
世界でもっとも損失の小さいパワー用スイッチング素子を共同で開発した。シリコンカーバイド半導体に
は、2020 年時点で我が国の1990 年全炭酸ガス排出量の約１％を削減する大きな省エネ効果が期待
されている。
　今回開発したパワートランジスタでは、インバータ回路に採用した場合、従来のシリコン（Si）パワート
ランジスタの１/12の電力損失に相当する、耐圧 700V、オン抵抗1.01ｍΩcm2 を実現した。独自に開
発した製造プロセスを使い、微細な溝構造を形成するエッチングプロセス条件の最適化と、溝構造の上
でのエピタキシャル成長を可能とする条件を見出した。
　このスイッチング素子には、家電機器、無停電電源、ハイブリッド車などの電動車両、産業用大型モ
ーターなどのインバーターや分散電源など、広範囲にわたる応用が見込まれている。

トピックス 7　SiCで世界最高性能のパワートランジスタを開発
　産業技術総合研究所のパワーエレクトロニク

ス研究センターと山梨大学大学院　医学工学総

合研究部は共同で六方晶－ 4Hといわれる結晶形

を持つ炭化珪素（4H‐SiC）を使って、p+ ゲート

領域を埋め込んだ構造の静電誘導型トランジスタ

（埋込ゲート型 SiC‐SIT：SiC‐Static Induction 

Transistor）を開発した。独自の製造プロセスを使
って作製し、耐圧 700V、オン抵抗 1.01mΩ cm2 の
性能が得られた。この特性は現在のインバータ回
路で用いられているシリコン（Si）の IGBT（Insulated 
Gate Bipolar Transistor）と比較して、電力損失が
1/12と大幅に低減するものと期待される。
　SiCはシリコン（Si）の約３倍のバンドギャップ

を持つため、耐電圧性、耐熱性が良いことに加え、

熱伝導性もSi より３倍以上良いため、パワー用Si

トランジスタの性能限界を超えることが出来る。

同一の耐圧を持つパワーデバイスを作製するとSi

によるデバイスよりも低損失の素子を実現できる

として、並行して開発されているMOS型の SiCト

ランジスタと共に将来の省エネデバイスとして期

待されてきた。

　製造プロセスのポイントは非常に硬い材質で加
工が困難であるSiCの微細加工と、段差のある溝
構造へのエピタキシャル成長（基板など元となる
結晶と特定の方位関係にある結晶膜を堆積成長さ
せる方法）の最適条件を見出したことである。
　素子の製造工程の概要は以下の通りである。

n+4H－SiC 基板の上にｎ－ドリフト層、更にその上

にp+ゲート層をエピタキシャル成長させた後、ド

ライエッチング法によりp+ゲート層のみを分離さ

せ、微細な溝構造を形成する。その段差のある溝

の上からｎ－チェネル領域をエピタキシャル成長に

より形成する。その後、n+ソース領域をイオン注

入により形成し、活性化熱処理後、ソース電極及

びドレイン電極を形成し、素子が完成する。

　微細な溝構造の形成は、エッチングマスク材の

選定及びエッチング条件（ガス種、ガス圧力、ガ

ス流量、エッチング時間）の最適化を図ることに

より可能となった。

　このエッチングプロセスの精度が素子特性をほ

ぼ決定する。

　また通常、エピタキシャル成長は平坦な基板上

に行われるが、SiC基板の結晶方位、温度やガス流

量等の条件を最適化することによりエピタキシャ

ル成長が可能となった。このようにして作製され

た素子の断面を電子顕微鏡で観察すると、p+ゲー

ト領域は完全に埋込まれ、それらの間にサブミク

ロンの幅でn－チャンネル領域が形成されているこ

とが分った。

　この開発で産業技術総合研究所は素子作製プロ

セスを、山梨大学は各部の寸法、ドーピング濃度

などと素子特性の関係のシミュレーションを担当

した。

　開発したトランジスタの応用は家電機器、無停
電電源、ハイブリッド車などの電動車両、産業用
大型モーターなどのインバーターや分散電源など
広範囲にわたる。
　今回の開発で達成したオン抵抗値のSiCトラン

ジスタは平成 14年度に完了した国家プロジェクト

「超低損失電力素子技術開発」で省エネ効果を試算

した時に用いた性能であり、例えばモータ制御に

使われる汎用インバータに適用された場合、その

2020年時点での省エネ効果は、導入量が4,100 万台

として、年間366万トンの炭酸ガス排出量に相当し、

これは我が国の1990年全炭酸ガス排出量の約0.3％

に当たる。その他の応用分野を含めた場合、我が

国では同約１％の削減が見積れるという。
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　宇宙空間にペイロードを打ち上げる実用的な方法は、これまで化学ロケットしかなかった。しかし化学
ロケットの場合、打ち上げられる質量のほとんどはペイロードではなく、燃料と酸化剤である。より効率
的な宇宙輸送システムとして考案されたものの一つが「宇宙エレベータ」である。遠心力と引力がバラ
ンスしたケーブルで地上と宇宙空間をつなぎ、このケーブルを使ってペイロードを輸送する。これまでは、
ケーブル材料の比重と強度の関係から実現不可能と考えられていたが、ケーブルにカーボンナノチューブ
を使用することで実現可能性が高まってきた。
　本年 3月、ＮＡＳＡが宇宙エレベータのキーとなる技術について、懸賞プログラムを開始した。契約
の手間やコストをかけずに、民間から斬新なアイディアが得られる可能性がある。また本年10月に福岡
市で開催される第56回国際宇宙会議においても、宇宙エレベータに関するレクチャーが一般公開される
予定である。急速に開発が進展している技術テーマとして注目される。

トピックス 8　実現の可能性出てきた宇宙エレベータ
　化学反応を用いない宇宙輸送システムの１つで

ある「宇宙エレベータ」の概念は 1960 年頃に旧ソ

連の個人が発案したといわれる。静止軌道上のス

テーションを重心として、地上側と宇宙側に「テザ」

（ひも）を伸展させ、地上まで到達したところでア

ンカに固定するとエレベータとしての骨格ができ

あがる。静止軌道までは 35,000km以上あり、テ

ザに用いる材料の比重と強度の関係から、これま

では実現不可能と考えられていた。しかし、最近

になってテザの素材としてカーボンナノチューブ

（CNT）を主体とする複合材料の開発に成功したこ

とで、一挙に実現可能性が高まってきた。このテ

ザに沿って、ペイロードを搭載して昇降する装置

を「クライマ」という。

　NASA は 2005 年 3 月 23 日 に「Centennial 

Challenges’ Prize」という懸賞プログラムを開始し

た。最初の懸賞テーマとなったのは、宇宙エレベ

ータの基本的な要素である「テザ」と「クライマ」

の２つである。2005 年から毎年、徐々に条件を厳

しくして競技参加者を募集する。「テザ」について

は、参加者が競技場に持ち寄った重さ 2.5g 以内・

長さ 2.5 ｍのループ状のテザ同士を引っ張り合わ

せ、勝ち残った者が優勝となる。目標張力は同一

重量の鋼鉄線の 400倍である。「クライマ」は 60m

の高さの薄いリボンに沿って３分以内に上昇する

という条件で運搬重量を競う。重量が 50kg以内に

制限されたクライマの動力源は地上から照らされ

るキセノンランプで、太陽電池パネルと動力機構

を備えることが要求される。このように明快な基

準で競技を行うことにより、契約などの手間をか

けずに少ないコストで公正な競争ができる。

　宇宙エレベータ実現の最大の障害は宇宙デブリ

及び流星塵である。高度が100km～ 200kmと低い

ところほど宇宙デブリの速度が速く、大量に存在

するミリクラスの宇宙デブリや流星塵と衝突する

ことは避けられない。宇宙デブリ対策の一案とし

て、テザを幅１ｍのリボン状にすることで、部分

的に損傷が生じても全体がつながった状態を保つ

ことができると考えられている。

　宇宙エレベータの研究は米国の科学調査研究所

（ISR）という民間企業や欧州宇宙機関（ESA）な

どが実施しており、2002 年以来国際会議が３回開

催されている。反対意見や懐疑的意見を持つ者と

も積極的に議論するという姿勢で運営されている。

　本年 10月 17日から 21日まで福岡市で開催され

る第 56回国際宇宙会議（IAC）においては、宇宙

エレベータに関する２つのセッションが行われ、

さらに一般市民も参加できるハイライトレクチャ

ーにもこのテーマが選ばれた。急速に開発が進展

している技術テーマとして注目される。

【IAC】International Astronautical Congress

【ISR】Institute for Scientific Research, Inc

将来の宇宙エレベータの想像図

Photo by NASA
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米国における数学と

生命科学の研究協力促進の
ための科学技術政策

伊藤裕子
ライフサイエンス・医療ユニット

1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　数学は、歴史的に生命科学の発

展に重要な役割を果たして来た。

特にメンデル以降の遺伝学や分子

生物学においては、複雑な生命現

象や遺伝現象を分析および解明す

るために多くの法則やモデルが提

唱され、これらに数学や数学者が

貢献した１，２）。

　近年では、ヒトゲノムプロジ

ェクトにおいて、数学を教育およ

び研究バックグランドに持つ分子

生物学者エリック・ランダー所長

（MIT：Broad Institute）が「遺伝

子解析の数学モデル」でプロジェ

クト推進に多大な貢献をしたこと

は記憶に新しい３）。

　欧米では、複数の研究分野の境

界領域や融合領域の研究を推進す

ることが伝統的におこなわれてお

り、研究者自身も新しい研究分野

に参入することに積極的である。

例を挙げると「分子生物学」を発

展させるのに中心的な役割を果た

したのは、当時の遺伝学研究者で

はなく、生命科学分野に新規参入

してきた物理学のバックグランド

を持った研究者であった４）。

　1990年代以降、生命科学研究の

進展が、国家に経済の維持・向上

をもたらすと考えられるようにな

ってから、生命科学研究の重要性

が増すようになった。その結果、

各国とも生命科学研究に多額の政

府予算を投入するようになり、国

家は更なる生命科学の発展のため

の政策に力を注ぐようになった。

　生命科学の初の大型プロジェク

トであったヒトゲノムプロジェク

トは、「従来の個人主体の研究か

ら、グループ主体の研究へ」とい

うように、生命科学研究のスタイ

ルの転換点になったと言われてい

る。しかしそれだけではなく、ヒ

トゲノムプロジェクトは、他分

野と生命科学とが連携して融合領

域や境界領域を形成することによ

り、生命科学自体が大きく発展す

ることを証明した例であると考え

られる。ヒトゲノムプロジェクト

の推進に大きく貢献したのは、コ

ンピュータ科学、数学、情報科学

といった学問であることから、今

後の生命科学の発展においても、

これらの学問と生命科学の連携

が重要ではないかと欧米では考え

られており、近年、様々な科学

技術政策が検討され始めた。米国

科学振興協会（AAAS）が発行し

ている学術誌サイエンス Science 

（vol.303，No.5659，2004）において

も、Mathematics in Biology の 特

集が組まれている（参考１）。

　本論では、最近の米国政府によ

る数学研究費の支援状況、生命科

学研究と数学研究を研究協力させ

る取り組み、および数学能力をも

つ生命科学者の育成策を紹介し、

今後、より一層、生命科学を発展

させるために必要であると考えら

れる、日本における数学と生命科

学の研究協力の方策を検討する。

科学技術動向研究

生物学における数学

Biology by the numbers；生物学の課題を数学で解決する試みの現状と重要性の紹介

Life ’s patterns：No need to spell out?；生物が示すあらゆる構造のシミュレーション化

The new math of clinical trials；
過去に集めた臨床治験のデータと現在のデータを統合するための数学

Making sense of a heart disease gone wild；
コンピュータモデルで作成した心臓を用いた心疾患の解析

Introductory science and mathematics education for 21st-century biologists；
21 世紀の生物学者に対する数学教育の必要性

Uses and abuses of mathematics in biology；近年の生物学と数学の係わり合い

Evolutionary dynamics of biological games；ゲーム理論による生物進化の解析

Inferring cellular networks using probabilistic graphical models；
数学を用いた遺伝子および代謝経路ネットワークの解析

参考１　Science　vol.303，No.5659，2004

科学技術動向研究センターにて作成
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　米国の数学研究支援の状況を

明確にするために、米国政府予算

の分野別の研究関連予算および政

府機関別に支援された数学研究費

（研究ファンド）の金額を示した。

２‐１

米国の分野別研究予算

　米国の分野別の研究予算は、図

表１のようにライフサイエンス分

野の伸びが著しい。特に 1998 年

から急激にライフサイエンス分野

の研究費が拡大している。これは、

1999年度から５ヵ年計画で実施さ

れたNIH予算の倍増計画による。

2003 年度は計画の最終年であり、

翌年の 2004 年では予算の伸び率

は頭打ちになっているが、全体の

割合からすると依然として、ライ

フサイエンス重点化は変わってい

ない（2003年では 286億ドル、約

３兆円）。ちなみに 2003 年の日本

のライフサイエンス分野の研究予

算は 4,362 億円であり、米国の約

７分の１である。

　米国の工学分野では、2001年に

研究費が増額され、その額は安定

的に維持されている。数学＆計算

機科学分野の研究予算は、ライフ

サイエンス分野と比較すると1/10

であり、金額は非常に少ない（2003

年では 33億ドル、約 3,500 億円）。

しかし、最近 10年間は緩やかな

増額傾向にあり、環境科学研究予

算に迫ってきている５）。

２‐２

米国政府の数学関連の研究
資金支援（Funding）

　米国政府支援の数学関連の研究

資金（funding）は合計で約 3億

7,500 万ドルである６）。その半分

を全米科学財団（NSF）が行い、

残りは国防総省（DOD）、国立衛

生研究所（NIH）、エネルギー省

（DOE）が行っている。また、米

国航空宇宙局（NASA）、米国環

境保護局（EPA）、商務省の国立

標準技術研究所（NIST）も少額

2   米国における数学研究予算蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

図表２　 FY2005 の米国省庁別の政府
支援の数学研究資金

 （全省庁合計：＄374.5 ドル）※

※ FY2005 大統領教書より
参考文献６）を参照し、科学技術動向研究セ
ンターにて作成

図表１　米国政府資金による分野別研究予算の推移（$ billion）

全米科学振興協会 AAAS の HP 参照

政府機関名 部署名 金額（百万ドル）

NSF Division of Mathematical Sciences（DMS）
数科学部門 202.3（212 億円）

DOD

AFOSR：空軍科学研究局
ARO：陸軍研究室
DARPA：国防先端研究事業庁
NSA：国家安全保障局
ONR：海軍研究室

30.9（32 億円）
10（11 億円）
23（24 億円）
3.5（４億円）
12.4（13 億円）

DOE Mathematical, Information, and Computational Sciences Division（MICS）
数学・情報・計算機科学部門 29.3（31 億円）

NIH NIGMS：国立一般医学研究所
NIBIB：国立生体医学画像・生体工学研究所

35（37 億円）
28.1（30 億円）

図表３　数学研究に funding している米国政府機関（FY2005）

１ドル＝ 105 円                                                                   参考文献を参照し、科学技術動向研究センターにて作成
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ではあるが、数学研究に対する

fundingを行っている。

　興味深いのは、米国最大の生物

医学研究所である NIH が 6,300

万ドル（約66億円、１ドル＝105円）

の研究費を支援していることで

ある。

　これらの研究費は、NIH の研

究所に属する国立一般医科学研究

所（NIGMS）および国立生体医

学画像・生体工学研究所（NIBIB）

を通して、研究資金（ファンド）

として研究者に配分されている。

支援対象の研究領域は、NIGMS

で は 生 物 資 源 学（population 

biology）、システムバイオロジー、 

巨大分子構造（macro-molecular 

structures）、バイオインフォマ

ティクス、NIBIB ではコンピュ

ータ科学、モデル開発（model 

development）、バイオインフォマ

ティクスが中心であると言われて

いる６）。 

3   数学と生命科学の研究協力を促進させる米国の取り組み 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　ここ数年、米国では、数学と生

命科学の研究協力の重要性が取り

上げられるようになった。背景と

していくつか考えられる。ひとつ

は、生命科学分野への研究予算の

重点化にも関わらず、国民の目に

見えるような社会的効果が上がっ

ていないこと。例えば、がんなど

の生活習慣病に罹患する人の割合

は減少していないし、AIDSの完

治のための薬はまだ開発されてい

ない。世界規模で見れば、新興お

よび再興感染症の大規模発生がみ

られる。また、生命科学分野の研

究は進展しているのに、市場に出

てくる新薬の数が 10年前より少

なくなっている。

　これらの状況を打開するために

は、生命科学に新しい血が必要と

考えることは自然である。そのた

めに他分野と生命科学分野の融合

を図ることが効果的と考えられた

のではないかと推測する。

　数学と生命科学の研究協力につ

いては、ロックフェラー大学およ

びコロンビア大学のCohen 教授

が、「数学は生命科学にとってか

つての顕微鏡であり、生命科学は

数学にとってかつての物理学であ

る」と期待を述べている。

　次に、米国の政府機関において

実施されている数学と生命科学の

研究協力を促進させる取り組みに

ついて紹介する。

３‐１

米国政府機関主催の
ワークショップ

　2003 年 ２ 月 12 日 ～ 13 日 に

NIH において、「数学と生物学

の研究協力の促進（Accelerating 

M a t h em a t i c a l - B i o l o g i c a l  

Linkages）」 と いうテーマで、

NSFとNIHの合同シンポジウム

が開催された。会議では、数学－

生物学の研究協力推進の方策や対

象とする研究領域について討論が

された。

　参加者の定員は 150人であった

が、170 人以上の生命科学や数学

に関連する分野の研究者、技術者、

教育者が集まった７）。

　ワークショップにおいて、①組

織のとるべき行動（Institutional 

Action）、②教育においてとる

べ き 行 動（Education Action）、

③研究においてとるべき行動

（Researchers Action）について討

論が行われ、様々な提案がなされた。

盧組織のとるべき行動
　(Institutional Action)
① NSFとNIHとの連携の拡大（研

究ファンドなど）、および数学

と生命科学との境界領域の研

究のための国立のセンターの

設立。

② ゲノムやプロテオミクスなど生

命科学研究上のあらゆるデータ

を統合したデータベースの確立。

③ 研究者が論文発表したデータや

モデル同士を比較可能にするた

めの標準化の策定。

④ 数学と生命科学の連携を目的と

している学協会や教育機関同士

の連合。

盪教育においてとるべき行動
　(Education Action)
① 境界領域を研究するポスドクを

対象にした新しいプログラムの

作成。

② 数学関連の学部や生命科学関連

の学部の学部長を対象にした学

際的な学部教育カリキュラムの

作成のためのワークショップの

開催。

③ 生命科学と数学の境界領域の教

員のポジションの創生。

④ 高校生を対象とした数学と生命

科学の連携の夏期教育プログラ

ムの作成。

⑤ 初等中等教育における数学と

生命科学の連携に関する教材

の作成。

蘯研究においてとるべき行動
　（Researchers Action）
① 数理生物学領域でチャレンジン

グなトップ 10の研究課題のリ

ストの作成。

笊 細胞から人や社会環境まで、

様々なレベルのシステムにお

けるモデルの構築

笆 複雑な代謝経路、シグナル伝

達、生体物質の相互作用のネ

ットワークのモデル化



科 学 技 術 動 向　2005年 4月号

14 Science & Technology Trends   April  2005 15

米国における数学と生命科学の研究協力促進のための科学技術政策

（Award search）を利用した。ま

ず、キーワードとして「*bio* and 

*math*」を用いて、2001 年以降

開始された standard grant の研

究課題の検索を行った。Standard 

grant は研究者個人が申請する通

常の研究グラントである。2001

年以降に開始された研究課題は

1,000 課題あり、その内の４割以

上である 417 課題がキーワード

で抽出された。その中には、「生

態学（Ecology）」、「数理生物学

（Mathematical Biology）」、「 シ ス

テムバイオロジー＆生物多様性

（System Biology&Biodiversity）」、

「人口動態（Population Dynamics）」、

「 計 算 機 数 学（Computational 

Mathematics）」、「応用数学（Applied

Mathematics）」などに属する研究

課題が含まれていた。これは、生

命科学に関連する様々な研究領域

と、数学の境界領域や融合領域の

研究が進展している状況を示して

いると考えられた。

　具体的な数学と生命科学の融

合領域の研究課題を分析するため

に、「数理生物学」の研究プログ

ラムで採択された研究課題につい

て分析を行った。

　2001 年から開始された課題の

内、数理生物学の研究プログラム

は 51件であった。その内の半分

以上である 32件が 2004 年から開

始された研究課題であった。

　研究領域別に分類すると、感染

笳 不確実性やリスクの理解のた

めの確率理論の統合

笘 コンピュータ科学の更なる理

解 ―エージェントモデルや

コンピュータ計算からの理論

笙 データマイニングと同時干渉

の理解（Bonferroni 法を超え

るような理論が必要）

笞 グラフ理論的なアプローチに

よる遺伝子や蛋白構造

笵脳機能のモデル化

笨 様々な空間的なおよび時間的な

サイズをもつ生命現象の過程を

モデル化することを可能にする

計算科学的な手法の開発

笶生態学における予測手法

筐 生命科学の理解におけるエラ

ーデータの効果（どの程度の

間違いデータが生命科学の

正しい理解に影響をしている

か、例：シーケンスの解読間

違いなど）

② 生命科学と数学の境界分野に関

する国内学会の開催。

③ 数学者が生命科学を学び、生命

科学者が数学を学ぶことがで

きるような研究者の教育を目

的とした学会やワークショッ

プの開催。

④ 数学と生命科学の境界領域の

論文出版を促進するために、こ

れらに関するデータベースや

オンラインジャーナルを統合

すること。

３‐２

研究費分配機関
（ファンディングエージェン
シー）における取り組み

盧 生命科学と数学の融合研究を
　推進する研究グラント
　NSFと NIHは、数学と生命科

学の融合領域における更なる研究

の必要性を認識しており、この領

域の研究を推進するために 2002

年から共同で研究グラントのプロ

グラムを立ち上げている。2002年

から 2004 年まで年１回、計３回

の研究申請書の募集を行い、次回

は 2005 年６月 30日が申請書の応

募の締め切りである。

　2003 年までのプログラム名は

Joint DMS/NIGMS Initiative to 

Support Research in the Area of 

Mathematical Biology であったが、

2004年からJoint DMS/BIO/NIGMS 

Initiative to Support Research in 

the Area of Mathematical Biology

となり、NSFの生物科学部門（BIO）

が本プログラムに参加するように

なった。

　ファンドの年間予算は 650 万

ドル（6.8 億円）であり、NSFが

250 万ドル（2.6 億円）、NIHに属

する研究所である国立一般医学研

究所（NIGMS）が 400万ドル（4.2

億円）と分割して出資している。

年間 20人に研究費を支援してお

り、一件当たりの研究費は年間10

万ドル～ 40万ドル（1,050 万円～

4,200 万円）で、支援期間は４～

５年である。

　プログラムディレクターは博士

号を持つ生命科学担当と数学担当

が３人ずつ、計６人であり、提案

する研究内容がプログラムに適し

ているかなどの質問を受け付けて

いる８）。

盪  NSF支援の数学研究費に
　おける生命科学関連研究課題の
　内容分析
　既に述べたように、全米の公的

資金による数学研究のファンディ

ングの半分以上をNSFが占める。

NSFでは、2000 年から 2006 年ま

で数学重点化策を打ち出してお

り、数学研究予算の増大を図りた

いとしている。

　この節では、生命科学と数学研

究の融合研究領域が、研究レベル

で実際に生じているのかを分析す

るために、NSFに採択された研

究課題の内、数学と生命科学の両

方に関連した研究課題の内容の分

析を試みた。

　NSF グラント検索システム

図表４　 2004年から開始された数理生物
学の研究課題の研究領域分類

科学技術動向研究センターにて作成
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症と脳に関する研究が同程度に多

かった。感染症では感染伝播のモ

デル、脳ではニューロネットワー

クの解析研究が主に実施されてい

た。また、数学と生命科学の境界

および融合分野の人材育成のため

の教育プログラムの開発に関する

研究課題の割合も多かった（図表

４）。参考までに、生物および細

胞に関連する研究課題名のリスト

を示した（図表５）。

図表５　 2004 年に採択された数理生物学の研究課題の内、生物または細胞に関する研究領域に分類される研究課題名の
リスト

領域 研究課題名 研究機関

細胞

Two-dimensional cell motility model
二次元細胞移動モデル Worcester Polytechnic Institute

Dynamic regulation of the cell cycle by the proliferation control (RB) and death control (p53) oncogenes
細胞成長と細胞死の制御を行うがん関連遺伝子による細胞周期の動的な調節

Virginia Polytechnic Institute and 
State University

生物

Dynamical systems in biology
生物における力学的なシステム Arizona State University

Competitive coexistence and life cycle stages
競合的な共生と世代交代の段階 University of Arizona

Nonlinear dynamics of oscillator networks
オシレーターネットワークの非線形力学（心筋細胞の共振メカニズムや生物時計） Cornell University

Spatial Heterogeneity, nonlocal interactions and time delay in epidemiological and biological spread
疫学的および生物学的拡散における空間的な多様性、非局在的な相互作用および時間的なずれ University of Miami

科学技術動向研究センターにて作成

　数学能力を身につけた次世代の

生命科学研究者の人材育成のため

に、大学の学部教育を中心とした

改革が実施されている。

４‐１

大学の生物系学部での
数学教育の必要性の提言

　プリンストン大学の分子生物学

部の Botstein 教授らは、21 世紀

に活躍する生物学研究者のために

数学教育が必要であると提唱して

いる９）。生物学専攻（医学部進学

者を含む）の学生は、一般的に必

修科目として、１セメスター（学

期）から２セメスターで数学およ

び物理学を履修し、２セメスター

から４セメスターで化学を履修

している。大部分の学生はあまり

熱心ではない。教師側も物理、化

学、工学専攻の学生に対する「物

理・化学・数学」教育とは、当然

熱の入れ方が異なるし、カリキ

4   数学能力をもつ生命科学者の育成のための学部教育プログラム 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

ュラム上で履修する時間数も大

きく異なる。

　Botstein 教授らは、「自然とい

う書物を記述している言語は数学

である」というガリレオの言葉を

引用して、数量的思考を身につけ

るための自然科学教育から、生物

学専攻の学生が取り残されている

ことに危惧している。なぜなら、

生命や生物という複雑なシステム

の理解には、数量的思考が必要で

あるからである。

　Botstein 教授は、生物系学部に

おいて、数量的思考を充分に身に

つけられる統合的な科学の入門レ

ベル（学部１および２年次）のカ

リキュラムの必要性を提唱してい

る。従来の「物理学」「化学」「数

学」を独立して教えていたカリキ

ュラムの代わりに、生物学上の未

解決な課題に対して、「物理・化学・

数学」がどのように関連している

かを体系的に示す内容が望ましい

と提案している。

４‐２

生物学専攻の学生のための
数学教育プログラム

　テネシー大学のGross 教授

（Professor of Ecology and Evolutionary

Biology and Mathematics）は、数理

生物学会（The Society for Mathematical

Biology）の会長でもあるが、生命

科学専攻の学生に対する数学教育

に力を入れている。

　Gross 教授は、個人ホームペ

ージにおいて、「生物学専攻の

学生のための数学教育リンク

集（Resources for Mathematics 

Education for Biology Student）」

を公開している。様々な大学に

おいて生物学専攻の学生向けに行

われている講義内容などが、自由

に閲覧およびダウンロードできる

（リンク切れもあり）。

　Gross 教授自身も、テネシー大

学において生命科学専攻の学生に
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対し、数学と生命科学を融合し

た内容の講義を実施している。例

えば、学生に屋外の木の葉のサイ

ズのデータを集めさせて、「葉の

幅と長さは関係があるか？」、「ど

の種類の樹木も同様な関係があ

るか？」、「何が葉のサイズに影響

するか？」、「何故、ある種の樹木

は他の樹木よりも長い葉をもつ

のか？」などの質問をし、多く

の仮説を立てさせた後、葉のサイ

ズのデータの分析結果に基づいて

それぞれの仮説の評価をさせてい

る 10）。

４‐３

報告書BIO2010

　将来（2010年）の生命科学研究

者を育成するための学部教育の改

革として、2003 年に報告書「Bio

2010：Transforming Undergraduate 

Education for future Research 

Biologists」が、米国国立アカデミ

ー（The National Academies） か

ら発表された 11）。報告書のスポ

ンサーは、NIHとハワードヒュー

ズ医学研究所（Howard Hughes 

Medical Institutes）である。どち

らも医学生物学研究分野に多額の

研究費支援を行っていることで知

られている９，10）。

　報告書の中で、今後の生命科学

の発展のために、生命科学と他分

野との研究協力の必要性が強調さ

れた。研究協力が重要であるとし

て挙げられた研究分野は、「数学＆

計算機科学」、「化学」、「物理学」、

「工学」であった。これらの学問

分野と生命科学の境界領域の学部

教育を可能にするために、カリキ

ュラムの改革が必要とされた。

図表６　生物学専攻の学生のための数学講義の例

大学名 講義名

Florida State University
　http://www.math.fsu.edu/̃mesterto/biocalc.html Biocalculus（生物微積分）

Kennesaw State University
　http://science.kennesaw.edu/̃mburke/modules/

Mathematical Modules in Biology and Chemistry
（生物学と化学における数学的モジュール）

University of British Columbia（カナダ）
　http://www.bcu.ubc.ca/̃otto/Bio301.html Biomathematics（バイオ数学）

University of South Carolina
　http://www.math.sc.edu/̃miller/411/411.html Mathematical biology（数理生物学）

North Shore Long Island Jewish Health System Bio-repository
　http://www.nslij-genetics.org/bioinfotraining/

ウェブでの Bioinformatics
（バイオインフォマティクス）コースのリスト集

（Web のリンクは 2005 年４月 11 日に確認） HP 参照により、科学技術動向研究センターにて作成

5   生命科学と数学の連携における日本の状況蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　日本における「生命科学と数学

との研究協力」および「数学能力

をもつ生命科学者の育成」はどう

であろうか。本章では、日本の現

状について分析する。

５‐１

生命科学分野の研究者の
分野融合に対する意識

　我が国の生命科学分野の研究者

は、数学に限らず、他分野との連

携や融合研究を望んでいるのだろ

うか？

　研究者の融合的、分野横断的研

究への関心を問うアンケートが、

文部科学省学術政策局調査調整課

「我が国の研究活動の実態に関す

る調査報告（平成 15年度）」の中

で実施された 12）。

　その結果、融合的研究への関

心を持つ研究者は全体で６割以上

であることがわかった（図表７）。

さらに、研究者の研究分野別で比

較すると、ライフサイエンス分野

の研究者で「関心がある」と答え

た研究者の割合は、情報通信、環

境、エネルギー、材料・ナノテク

分野などの研究者の割合に比べて

低いことが示された。

　また、「関心がある」と答えた

研究者にその理由を尋ねている。

回答として一番多く選ばれたの

が、「社会的課題へ対応した研究

を進めるために必要不可欠と思う

から」であり、二番目は「新たな

研究領域・分野を切り開くため」

であった。

５‐２

生命科学と数学の融合分野
の促進の動きはあるのか？

　我が国では、政府機関や研究費

分配機関（ファンディングエージ

ェンシー）において、生命科学と

数学の融合分野の促進策は実施さ

れていない。

　平成 16年度予算の科学技術関

係経費において、生命科学と数学

の融合領域のプロジェクト（事業）
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に該当すると考えられるものを調

べたところ、４課題であった（図

表８）。これらの研究領域は、バ

イオインフォマティクスとシミュ

レーションが中心であり、生命科

学と数学の融合研究の促進を目的

としたプロジェクトは無かった。

　また、JSTの戦略的創造研究

推進事業・創造科学技術推進事業

（ERATO）において実施されて

いる研究プロジェクトでは、生物

をシステムとして理解し、これを

計算機科学で解析するシステムバ

イオロジーの「北野共生システム

（1998～ 2003年）」、応用研究とし

て生命情報ネットワークの動的情

報処理原理の確立を含む複雑系コ

ンピューティングの「合原複雑数

理モデル（2003～ 2008年）」、学習

メカニズムの脳科学の「下条潜在

機能（2004～ 2009年）」が、数学

と生命科学の融合分野の研究であ

ると考えられる。さらに、理研の

発生・再生科学総合センターの創

造的研究推進プログラムにシステ

ムバイオロジー研究チームがある。

　しかし、これらは研究者個人

の発想に基づくプロジェクトであ

り、米国のように公的組織の科学

技術政策として数学と生命科学の

融合を推進する動きは、日本には

まだ無い。

５‐３

数学能力をもつ生命科学者
の育成の動きはあるのか？

　日本の大学において、生命科学

専攻の学生に数学能力を身につけ

させるという学部教育の動きは無

い。しかし、生命科学と情報科学

の融合領域であるバイオインフォ

マティクスに特化した人材育成の

取り組みはある。

　文部科学省科学技術振興調整費

により平成 13年度（2001 年）か

ら「東京大学理学部生物情報科学

学部教育特別プログラム」が始ま

っている。このプログラムの目的

は、バイオインフォマティクス分

野の人材養成を学部教育として、

情報科学と生命科学の専門教官の

強力な支援のもとで行うことであ

る。バイオインフォマティクス教

育には、①バイオインフォマティ

クスの専門教育、②情報科学の基

盤教育、③生命科学の基盤教育、

のバランスが必要であると考え、

これらはカリキュラムに反映され

ている。さらに、同科学技術振興

調整費により、京都大学化学研究

所バイオインフォマティクスセン

ターでは、平成 14年度からゲノ

ム情報科学研究教育機構がバイオ

インフォマティクス人材養成プロ

グラムを開始している。

　また、慶応大学湘南藤沢キャ

ンパスの研究クラスターであるバ

イオインフォマティクスでは、遺

伝子・ゲノム・細胞をシミュレー

トすることにより、生命をコンピ

ュータで解明することを目指し

ている。研究テーマとして、生

命情報論、E‐Cell プロジェクト、

E‐Neuronプロジェクトがある。

図表７　文理融合、分野横断的研究への関心（研究分野別）

関心がある［N＝907］　　いずれとも言えない［N＝403］　　関心はない［N＝101］　　無回答［N＝26］

全体［N＝1437］

ライフサイエンス分野［N＝314］

情報・通信分野［N＝181］

環境分野［N＝130］

材料・ナノテクノロジー分野［N＝218］

エネルギー分野［N＝117］

製造技術分野［N＝101］

社会基盤分野［N＝177］

フロンティア分野［N＝14］

その他の自然科学系分野［N＝102］

人文社会学系［N＝16］

その他［N＝34］
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参考文献 12）より

図表８　 平成 16 年度予算の科学技術関係経費における生命科学と数学の融
合領域と考えられるプロジェクト例

プロジェクト名 省庁名 研究機関名

細胞・生体機能シミュレーションプロジェクト 文部科学省 慶応大学　他

バイオインフォマティクス推進センター 文部科学省 JST

バイオインフォマティクス知的基盤整備 経済産業省 バイオ産業情報化
コンソーシアム

細胞内ネットワークのダイナミズム解析技術開発 経済産業省 NEDO

科学技術動向研究センターにて作成
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　日本と米国における生命科学と

数学の研究連携に関する科学技術

政策の違いを明らかにし、今後、

日本がとるべき方向性を検討する。

６‐１

米国と日本の生命科学と
数学の研究協力推進の方向性

　米国と日本の生命科学と数学

の研究協力の推進の方向性には大

きな違いがある。米国では、①学

部教育のカリキュラムの変更によ

り、数学の知識をもった生命科学

者を育成することを考えており、

②既に生命科学者や数学者になっ

ている者やポスドクに対しては、

数学や生命科学の知識を付与する

ようなプログラムを策定すること

により、研究者が研究領域を広

げることを助けている。また、③

数学と生命科学の融合領域の研究

にファンディングを行うことによ

り、新しい分野に研究者を呼び込

むことを試みている。これらの方

策は、対象としている研究者が限

定されないので、結果的にこの新

領域に参入してくる研究者数は今

後増加するだろうと予想される。

　一方、日本の場合は、「生命科

学」と「情報科学または計算機科

学」との融合分野である「バイオ

インフォマティクス」や「システ

ムバイオロジー」に特化した少数

精鋭の研究人材の育成に力を入れ

ている。近年、国際的にシステム

バイオロジー研究の重要性が提唱

されている 13）。日本は当該分野の

先鞭をつけたと国際的に評価され

ているが、安穏としていられる状

況ではない。米国は世界に先駆け

てハーバード大学のメディカルス

クール（医学部）にシステムバイ

オロジー学部を創設し、数学と生

命科学の連携推進をしているNIH

のNIGMSもシステムバイオロジ

ーを支援している。現在、米国に

おける中心的なシステムバイオロ

ジー関連の研究プログラムや拠点

は、官民を含めて十数機関存在

する 14）など、米国の勢いはすさ

まじい。このように素早く対応

できる理由の一つは、米国には、

数学と他分野の連携に関する科

学技術政策の歴史があるからか

もしれない。

６‐２

今後の日本における
生命科学と数学の研究協力

　このような状況を踏まえて、今

後は、少数精鋭の人材育成から、

「生命科学」と「数学」との融合

分野である「新領域」で研究を

実施することができる多くの優れ

た人材の育成に変えていく必要が

あると考えられる。これらの人材

は、「バイオインフォマティクス」

および「システムバイオロジー」、

加えてそれ以外の数学を知識基盤

にもつ新しい研究領域の創生およ

び進展においても重要な役割を果

たすと考えられる。

　新しい分野の研究を進展させる

ためには、一定数以上の研究者数

が必要である。そのクリティカル・

マスを確保するためには、大勢の

研究者や学生を対象とした「数学

能力をもつ生命科学」人材育成プ

ログラムの策定が必要であると考

えられる。

　日本の大学や学協会からの生命

科学と他分野との研究協力の提言

があまり挙がって来ないのは、生

命科学分野の研究者が他分野との

融合に対してあまり関心が高くな

いことに原因があるのかもしれな

い。それと同様に日本の数学者も、

他分野との研究協力に消極的であ

るとか、応用数学分野の研究を避

ける傾向にあるとかなども理由と

して考えられる。従って、研究者

自身の意識改革が重要であると考

えられる。意識改革には、産業界

のニーズに対応する小規模の研究

プロジェクトを数学者と生命科学

者で試験的に協力実行して成功さ

せ、その経験を積み重ねることが

必要かもしれない。

　また、次世代の新しい生命科学

者の育成のために、小中学生や高

校生を対象とした数学と生命科学

の連携教育プログラムなどの数学

教育の充実も必要であると考えら

れる。

7   提 言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　我が国において生命科学と数学

の連携をおこなう方策を以下に提

言する。

盧省庁内に数学分野の推進・
　支援を担当する部署を設置
　米国には、DOEの数学・情報

科学・計算機科学部門（Division 

of Mathematical, Information, and 

Computational Sciences）、NSF

の 数 理 科 学 部 門（Division of 

Mathematical Sciences）、NIST

の情報技術研究室（Information 

6   日本と米国の科学技術政策における違い 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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Technology Laboratory）の数学・

計算機科学部門（Mathematical 

and Computational Sciences 

Division）、AFOSR（ 空 軍 科 学

研究局）、ARO（陸軍研究局）、

DARPA（国防総省高等研究計画

局）など数学分野の研究支援を担

当する部署が多い（図表９）。生

命科学と数学の連携研究の支援の

ために、従来の縦割り型の研究費

支援ではなく、NIHと NSFの連

携のように研究支援機関横断的な

研究費支援が実施されている。

　一方、日本の政府機関には、米

国のような数学研究支援を担当す

る部署はなく、数学分野に関する

科学技術政策を立案するシステム

自体が存在しない。数学と生命科

学の境界領域や融合領域を育てる

ためには、まず、数学分野の支援

を担当する部署を省庁内に設ける

必要がある。また、数学と生命科

学の境界領域や融合領域を支援す

る競争的研究資金を拡大し、研究

者をこの新分野に呼び込むような

策が必要である。

盪生命科学専攻の学生に対する
　数学教育の充実
　生命科学分野と数学分野との連

携を促進させるためには、生命科

学分野の専攻の学生に対する数学

教育が重要であると考えられる。

従来の基礎課目としての数学以外

に、生命科学の諸問題を数学によ

り解析するなどの分野融合的な教

育プログラムの策定が必要である

と考えられる。

　また、数学分野の専攻の学生が

生命科学分野の知識を得られる機

会をつくることも重要である。

　これらの教育プログラムの策定

や実行のための教員などの人材が

日本に不足しているのであれば、

海外から呼ぶことも検討するべき

である。

蘯生命科学研究者と数学研究者が
　共同研究できる場（研究所）の
　創生
　新しい研究分野の創生には、異

分野の研究者同士の密なアイデア

交換が必要である。そのために、

生命科学研究者と数学研究者が共

同研究できる場をつくることが必

要である。

　既存の生命科学分野の研究所で

数学研究者を、または数学研究所

で生命科学研究者を受け入れて共

同研究を実施することを目的とし

た研究費支援制度の設立が効果的

であると考えられる。

　米国には多くの国際レベルの

数学研究所があり、生命科学だ

けでなく様々な分野との共同研究

を実施する応用数学が盛んであ

る。近年、英国では、CoMPLEX 

（Centre for Mathematics and 

Physics in the Life Sciences and 

Experimental Biology）という研

究所が設立され、生命科学者や医

学研究者と数学者、物理学者や計

算機科学者および技術者が、チャ

レンジングな生命科学や医学の研

究課題に共同で研究を実施する試

みが始まっている。この研究所は

教育機能を持ち、2004年から博士

課程が開始された。

　一方、日本では、京都大学の数

理解析研究所が唯一の国際レベル

の数学研究所である。しかし、数

理解析研究所では純粋数学の研

究が主に実施されており、結果的

に応用数学や数学の境界領域の研

究を行うことを目的とした研究機

関は、日本には一つもないという

ことになる。従って、応用数学を

中心に研究する数学研究所の創設

は重要であり、生命科学を含めた

様々な分野との境界領域の研究を

実施することは、日本の科学技術

の将来の発展を促進すると考えら

れる。

　また、数学分野の発展のために

は、以下のことが必要であると考

えられる。

盻企業と大学の研究協力の強化
　企業と大学の研究協力を深め、

産業上で生じた問題を数学研究

者と企業の他分野の研究者との

連携で解決することを可能とする

図表９　数学関連の研究を支援する米国の公的機関および担当部署

＊　研究支援のプログラムをもつ
▲　研究組織

DOE
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現在）

  http://www.aaas.org/spp/rd/

05pch23.htm（2005 年４月 11 日

現在）

07）  Accelerating mathematical-

biological linkages：Report of a 

joint NSF-NIH workshop：

  http://www.palmerlab.umd.edu/

report.pdf（2005年４月11日現在）

08）  Joint DMS/BIO/NIGMS Initiative 

to Support Research in the Area 

of Mathematical Biology：

  www.ns f . g ov/pubs/2004/

nsf04572/nsf04572.htm（2005 年

4月 11日現在）

09）  Bialek, W. and Botstein, D., 

Introductory Sc ience and 

Mathematics Education for 

21st-Century Biologists. Science, 

Vol. 303, 788‐790, 2004 

10）  B i o 2 0 1 0 ,  T r a n s f o rm i n g  

undergraduate education for 

future research biologists, The 

National Academies

11）  B IO2 0 1 0：Tran s f o rm i n g  

undergraduate education for future 

research biologists, The National 

Academies：

  http://books.nap.edu/catalog/

10497.html（2005年４月11日現在）

12）  「我が国の研究活動の実態に関す

る調査報告（平成 15 年度）」文

部科学省学術政策局調査調整課

13）  Hood, L., Heath, J.R., Phelps, M.E., 

and Lin, B., Systems biology 

and new technologies enable 

predictive and preventative 

medicine. Science, Vol. 306, 640‐

643, 2004 

14）  米国のシステムバイオロジー関

連の研究施設および研究プロジ

ェクト：Genomes to Life（DOE）：

http://doegenomestolife.org/

（2005年４月 11日現在）

  Microbial Cell Project（DOE）：

http://microbialcellproject.org

（2005年４月 11日現在）

  Complex Biological Systems 

I n i t i a t i v e s （ N I GM S）：   

www.nigms.nih.gov/funding/

complex_systems.html（2005年４

月 11日現在）

  MIT Computational and Systems 

Biology Initiative：http://csbi.

  mit.edu/（2005年４月11日現在）

  Bio-X, Stanford University：http:/

/biox.stanford.edu/index.html（2005

年４月11日現在）

  Pacific Northwest National 

Laboratory：www.sysbio.org/

（2005年４月 11日現在）

  Department of Systems Biology, 

Harvard Medical School：http:/

/sysbio.med.harvard.edu/（2005

年４月 11日現在）

  Lewis -S ig ler  Inst i tute  for  

I n t e g r a t i v e  G e n o m i c s ,  

Princeton University：http://

genomics.princeton.edu/（2005 年

４月11日現在）

 IBM Research：www.research.ibm.

  com/FunGen（2005年４月11日現在）

  The Molecular Science Institute, 

Berkeley,：www.molsci.org/

参考２　数学の大地

科学技術動向研究センターにて作成

システムをつくる。これは、数学

の産業応用の推進および新分野の

創生を促すと考えられるので重要

である。

眈数学に対する国民の理解の向上
　数学を学ぶ重要性や意義をあら

ゆる分野の学生や国民が認識する

ような国家レベルの取り組みが必

要である。これは、様々な分野へ

の数学の適用・応用や他分野との

研究の連携・融合のための知識基

盤や産業基盤をつくるために重要

である（参考２）。
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 （ ）
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　「ウェブサービス」は、ウェブ

上に蓄積された文書データを複合

的に連携させて、利用者に何らか

の情報サービスを提供する技術で

ある。また、「セマンティックウ

ェブ」とは、「意味（セマンティ

ック）」を取り扱う技術で、狭義

には国際標準化団体であるW3C

の定める情報共有のための文書

公開手段に係る規格であり、広

義には公開文書のオントロジーな

ど「意味」を取り扱う技術を指す。

こうした技術を利用することによ

って、インターネットを介した「知

識の共有」など高度な情報処理環

境が実現できる可能性がある。現

在のウェブ関連技術の潮流は、よ

り高度な知識処理を実施し、多様

なサービスの実現に応用できる環

境が整備されつつある。

　この技術は、近年急速に標準化

が進展し、産業技術としても重要

性が増している。ウェブサービス

という名称で示される技術体系は

幅があるが、本稿では特に、「セ

マンティックウェブ」の技術動向

を中心に紹介する。セマンティッ

クウェブが目的とする「知識処理」

は、科学技術研究のいくつかの領

域でその必要性が急速に高まって

おり、この技術領域における一つ

の先進的な要素技術である。具体

的には、バイオインフォマティク

ス分野に代表されるように、研究

成果を蓄積した膨大な量のデータ

ベースから次の研究指針を導き出

すような機能を提供する技術とし

てその重要性が増している。

　まず、２では、知識処理が視野

に入った情報流通技術の潮流につ

いて説明する。すなわち、最近の

ウェブ技術の進展が情報流通を効

率的に実現することによって、ビ

ジネス上のサービスの高度化や学

術研究分野での情報活用に新しい

可能性を生み出している状況を述

べる。

　３では、ウェブサービス関連技

術の中で特に、知識処理を指向し

て「オントロジー」を利用する「セ

マンティックウェブ」技術の概要

を説明する。この技術は、現在国

際的な標準化が進められおり、こ

の体系を利用した科学技術研究が

盛んになっている。４では、最近

開かれたセマンティックウェブに

ついての重要な国際会議の研究発

表を中心に研究動向の概説および

研究振興のあり方を述べる。５は

むすびである。

科学技術動向研究

サービス記述と知識処理を行う
セマンティックウェブ関連技術

藤井章博
情報通信ユニット

2   ウェブサービス技術に関する技術の潮流 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　まずウェブサービス関連技術の

これまでの進展を概観する。つぎ

に、インターネットを介したサー

ビスが、理想的にはどのような形

態を目指しているのか、具体的な

例で説明する。そのうえで、ウェ

ブサービスによってもたらされる

利点について検討する。

２‐１

ウェブによるサービスの
提供という潮流

　インターネット上での公開情報

を取り扱う技術は、これまでいく

つかの段階を経て進化してきた。

まず、90年代の初頭に電子メール

が一般に利用されるようになった

ことに加えて、HTML（HyperText 

Markup Language）によって書式

を整えた電子文書の公開、すなわ

ちWWW（ワールドワイドウェブ）

が登場した。このHTML文書の

特徴の一つは、他の文書への入り

口を示す「ハイパーリンク」を提

供することである。しかし、この

機能だけでは、公開された文書間

の連携をとるという目的のために

は不十分である。

　そこで、複数の主体によって作
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成される電子情報に共通の表現形

式を与える機能をもった、XML

（eXtensible Markup Language）

が登場した。例えば、文書のな

かで商品名と価格を表す部分を、

XMLの機能よってそれぞれ「商

品名」「価格」であることを明示

することができる。これにより、

複数の会社が商品の流通などに関

与する場合に、帳票などの関連す

る文書を電子的に共有できる。さ

らに、XMLは、情報を構造もっ

て蓄積・利用するのに役立つ。構

造化されて蓄積される情報は、そ

の２次加工が容易である。これら

の技術進化により、情報を蓄積し

たデータベースは、多様な用途に

利用できるようになった。

　文書の共有化・構造化と並行

して、文書の加工や情報の相互運

用に関する環境も整備されていっ

た。例えば、Javaというプログラ

ミング言語は、XMLに蓄積され

た情報を加工し、書面に動きのあ

るダイナミックな文書表示や、遠

隔地からの情報入力を行う機能を

提供する。すなわち、ウェブの画

面上で、豊富な定型書式の文書の

運用が行え、そうした文書情報の

大規模なデータベースへアクセス

する機能が実現された。

２‐２

理想的なサービスの提供

　これらの技術を利用すること

で、電子的に蓄積された情報や文

書の統合的な運用環境が実現でき

る。特に電子商取引分野では、流

通過程の管理に電子的な情報共

有が積極的に導入されている。そ

こで実現されるサービスとは、提

供される情報の内容にほかならな

い。そこで、インターネットが提

供することができるサービスすな

わち情報は、理想的にはどのよう

なものとなり得るであろうか。や

や空想的であるが以下でその理想

形を考えてみよう。

　例えば、長期の休暇を取ること

ができ、旅行に行くことにする。

旅行代理店で旅行のプランを相談

する状況を思い描いてみよう。旅

行プランを作成するための「必須

事項」は、まず、どこにいつ行く

のかということである。つぎに「制

約条件」としては予算などが挙げ

られる。さらに「好ましい条件」

として好きな航空会社や座席の種

類などがある。旅行プランの作成

と種々の申し込みというサービス

を受けるためには、これらの情報

を旅行代理店のエージェントに説

明することになる。

　良いエージェントの条件として

まず重要なのは、利用者とのコミ

ュニケーションが活発であること

である。しごく当然のことである

が、エージェントと利用者は、同

じ言葉や語彙、用語を共有しなけ

ればならない。これは人間同士の

コミュニケーションでは、暗黙の

前提となっている。つぎに、利用

者の好みを知った上での「提案」

ができなければならない。これ

が実現できるためには、「お薦め

情報の提供」といった一方的な情

報提供に留まらず、利用者側の条

件を知った上で、例えばクーポン

券の利用できるサービスを選択す

るなど利用者に合致したサービス

がありがたい。さらに、利用者の

個別の好みなどを記憶し、次のプ

ランの作成に反映できればなお良

い。また、利用者が常に見ていな

くても必要な作業を自律的に実施

するのが望ましい。ホテルの予約、

切符の予約など問い合わせ時間が

かかる場合に、利用者に代わって

待ち合わせるのである。

　すなわち、よい代理人とは、鍵

となる情報を収集し、利用者が望

むような選択肢を選び、利用者の

意向を確認しながら、予約などの

サービスを提供してくれる。その

際、情報提供者や利用者との語彙

の共有や得られている情報に基づ

いた判断が求められる。

　現在、インターネットを介して

ウェブを通じて提供される情報量

は爆発的に増大しており、今後数

年で 100倍規模の増大が予想され

ている。情報検索によって、「ヒ

ット」する情報は膨大となりその

絞込みに必要な労力が膨大となる

ことは目に見えている。そうなる

と、現在のように統計学的な操作

によって検索情報の順位を定める

一般的な情報検索エンジンでは、

満足できる情報検索結果が得られ

ないという問題が生じてくる。せ

っかく有用な情報がネット上に存

在しても、それにたどり着けない

という矛盾が生じるであろう。

　ウェブサービスが目指すのは、

蓄積される情報の表現形式の差異

を吸収し、求められるサービス毎

にそれぞれのサービスに合致した

表現形式を提供することである。

これによって、膨大な情報空間か

ら利用者のニーズに合致したサー

ビスを選択できる。こうした技術

が成熟すると、具体的には次のよ

図表 1　セマンティックウェブによる知識処理の概念図

科学技術動向研究センターにて作成
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うなウェブサービスが提供できる

といわれている。

①  IT 技術に弱い人に優しい情

報入出力のための環境が実現

する

② 巨大な分散型の知識データベー

スとしてインターネットの世界

が利用できる

③ 本来別々の目的で構築されたデ

ータを統合して、新しいサービ

スが生まれる

　これらの特徴は、デジタルデ

バイドへの対処、高齢化社会へ

の対応、生涯学習の支援、多種多

様な情報端末とロボットなどの制

御、といった機能の提供に役立ち、

我々の日常生活に密接した支援に

結びつくはずである。

２‐３

セマンティックウェブ
技術の全体像

　図表１は、こうした高度なサー

ビスの提供を実現するための技術

の全体像を概念的にあらわしたも

のである。体系を３つ階層で表現

すると、下位層から①形式的情報

のレベル、②意味的情報のレベル、

③知識処理のレベル、で表され

る。ソフトウエアの体系を階層的

に記述する場合は次の２点に留意

する。第一に、上位の階層はその

一つ下の階層の機能を利用して自

分の階層に求められている機能を

実現するという点である。第二に、

異なる階層の間では機能の定義

は独立に行われるということであ

る。すなわち、XML等によって

構築されたデータベースの機能を

利用して「セマンティック」の世

界が記述され、それにもとづいて

知識処理が実現されるのである。

　知識処理に基づくサービスは、

最上位の形式的情報レベルで、「オ

ントロジー」と呼ばれる語彙の

体系を構築すること、およびそれ

らの間の関係を規定するサービス

の記述によって実現される。現実

には、これらの階層は、より細分

化された階層に分けられ、標準技

術としてその仕様が規定されてい

る。詳細化した階層は、「レイヤ

ケーキ」と呼ばれるもので、以下

３でより詳しく解説する。

２‐４

注目される科学技術
領域における

ウェブサービスの可能性

　いま「サービス」に関する科学

がイノベーション政策の観点から

も重要であるという指摘がある。

特に ITの技術進化の方向として、

サービスを指向することは重要で

あると考えられている１）。

　例えば、科学技術政策研究所が

実施している技術予測調査を取り

上げてみよう。科学技術全体の中

で、今後 10年程度を視野に入れ

た上で、重要であると考えられる

130 の「注目科学技術領域」を抽

出した。この領域の内容を検討す

ると、多数の領域でウェブサービ

スのような大規模な情報検索機能

の存在が技術領域の実現にとって

有効であるか、あるいはその存在

を前提としている。

　調査の対象分野の情報通信分野

では、「人間の知能支援」に関す

る領域が将にこの技術に該当し、

同じく、ライフサイエンス分野で

は、「テーラーメード医療」や「バ

イオメトリックによる個人認証」

などの技術課題がウェブサービス

が有効に寄与しそうな課題である。

　欧州で最近行われた科学技術予

測調査でも、サービス指向が情報

技術の進化において重要であると

いう指摘が、識者による検討の結

果として読み取れる10）。すなわち、

ウェブサービス関連技術は、単に

情報技術分野内の技術進化に留ま

らず、他の分野・領域との融合の

あり方を具体的に議論することが

求められる技術分野である。

3   セマンティックウェブ技術の体系 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　ウェブサービスを実現するため

に技術体系は、主要なものとして、

「セマンティックウェブ」と後述

する「UDDI」が存在する。まず

以下では、前者を主に説明する。

その技術の中心的な役割を担う

「オントロジー」、知識処理の基本

となるRDFと呼ばれる言語の概

要およびサービス提供のモデルに

ついて解説する。後にUDDIとの

関係について説明する。

３‐１

オントロジーに基づく連携

　実用に供することが出来る規模

のデータベースに対して、代理人

の例で述べたような高度な情報検

索機能を実現するには、以下で述

べる「オントロジー」の構築がも

っとも重要な課題となる。

　オントロジーとは、語彙の体系

を現す人工知能分野の専門用語で

ある。例えば、「ニュートン力学」

という語彙について検索するとす

る。検索のために普通に採られる

手法は、語彙を表現する文字デー

タの一致／不一致の判定に過ぎな

い。オントロジーを利用して、よ

り進んだ情報検索を実現するとい

うことは、例えば、｢ニュートン

力学 ｣に対して、その「物理学」

との関係や同じ物理学に属する別

の知識である ｢相対性理論 ｣との

関係を利用するということであ
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る。この関係性の記述には、「論

理式」と呼ばれる一定のルール

に基づいた情報の蓄積が必要とな

る。すなわち、オントロジーに基

づく知識処理とは、こうして蓄積

された体系を利用して、多様な問

い合わせに対して回答を得られる

システムを構築することになる。

３‐２

レイヤケーキ

　セマンティックウェブでは、こ

れまで説明したように情報の蓄積

と利用は構造化されて行われる。

図表２に示す「レイヤケーキ」と

呼ばれる体系は、この構造化を規

定するものである。この階層構造

は、現在まで下位層から順次仕様

が定められ、現在５番目のオント

ロジー層まで固まっている。この

技術体系に関する国際的は、W3C

（World Wide Web コンソーシア

ム）と呼ばれる標準化団体によっ

て検討されてきた 11）。

　ウェブで取り扱われる情報は、

基本的にはテキストとグラフィッ

クスなどの情報であり、「シンタ

ックス」に属するレベルの情報で

ある。これらの情報は表示のため

の構文によって記述されている。

構文として広く利用されているの

が、HTMLやXMLである。

　さらに、「セマンティック」を

取り扱うために、後述するRDF

と呼ばれる階層を設けている。こ

れは、一定のルールに基づいた知

識の体系が記述される。RDFに

ついては後述する。

　さらにその上位に位置するの

が「オントロジー層」である。こ

の層では、注目する知識体系を

RDFによって集積された語彙と

それらに対するルールの体系とし

て構築する。以下で解説するゲノ

ムなどの応用分野は、こうして構

築されたオントロジーとその利用

システムの事例である。

３‐３

RDF
（Resource Definition

 Framework）

　ここで簡単に「知識の記述」の

例を説明する。図表３に示すの

は、RDF グラフと呼ばれる三

項組みの構文である。RDF は、

Resource Definition Framework

の略で知識体系の定義を行うの

に使われる。知識の断片は、主語

（Subject）、述語（Predicate）、目

的語（Object）の三つの部分から

構成される文法によって記述され

る。この構造を記述する方法が幾

つか存在する。

　図表に示した例では、書籍の電

子店舗の例である。まず、主語で

示された書籍の集合が存在する。

これは、例えば、店舗における商

品の陳列を表す。述語に相当する

部分では、陳列されている商品の

「在庫情報」をもとに「販売（sales）」

を実施するというルールが規定さ

れている。そこで、述語で示され

たウェブページに記述されている

のは、個別の書籍データの属性と

なる目的語として、「イノベーシ

ョンの経営学」という書籍名と「15

冊」という在庫数が参照できるこ

とを表している。この例は、小売

店と卸業者が別々のデータベース

を持って商品を管理している状況

を表している。この例は、電子商

店にとって、「在庫品の引き当て」

というサービスをセマンティック

ウェブの機能を利用して実現した

ことを表している。

図表２　レイヤケーキ

文献 11）を参照し科学技術動向研究センターにて作成

図表３　オントロジー構築のためのロジック

科学技術動向研究センターにて作成
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３‐４

サービス提供のモデル

　ウェブによるサービスの提供

は、単純に情報提供者とその利用

者の二者間だけで成り立つのでは

ない。たとえば、ある分野の商品

に関する在庫情報などサービス

に結びつく情報の提供者は、販

売を生業とする事業者と異なる

可能性がある。この場合消費者

により高度なサービスが提供さ

れるためには、この情報が一定の

ルールの上で共有される必要があ

る。在庫情報であれば、販売以外

の目的は想定しにくいが、学術研

究のデータは、利用形態があらか

じめ特定されていない場合もあり

うるため、サービス内容の広がり

が期待できる。

　すなわち、ウェブサービスでは、

データを提供するもの、サービス

を提供するもの、サービスを利用

するもの、の三者が独立した主体

でありうる。このため、何らかの

サービスを販売する「サービス・

ブローカ」というというビジネス

が成り立つ可能性がある。図表４

はこれらの関係を概念的に表現し

たものである。

　現在、電子商取引を推進する立

場の技術者は、こうした構造によ

って、ビジネス上の多様なサービ

スが効率的に提供できると考えて

いる。同様に、学術研究の分野でも、

ある研究分野で別々の目的を持っ

て蓄積された大規模な情報データ

ベースから新しい学術的知見を導

き出すという作業をコンピュータ

が支援することが考えられる。

３‐５

関連する技術体系

　セマンティックウェブに関し

ては、W3Cが世界的な標準を規

定しており 11）、周辺の技術仕様と

ともに勧告が公開されている。セ

マンティックウェブの規格によ

る体系と共存する形で、UDDI

（Universal Description, Discovery 

and Integration）と呼ばれる規格

が存在する９）。この体系は、2000

年に発足したオアシス・コンソー

シアムによって規定されている。

この規約は、まず「ビジネスレ

ジストリ」と呼ばれるデータベー

スに格納するデータの構造を定義

する部分（UDDI Data Structure 

Reference）、つぎにデータを利用

するアプリケーションを作成する

ためのアプリケーションプログラ

ミングインターフェース（UDDI 

Prorammer’s API）からなる。プ

ログラマは、このインターフェー

スの部分にサービス内容に関連す

るソフトウエアを開発することに

なる。UDDIは、特に電子商取引

の分野において、ウェブによる高

度なサービスの提供を目指してい

る。UDDIの規格のもとでは、オ

ントロジーのレベルを規定してい

ない。つまり、サービスの「意味」

については、UDDIの体系では自

然言語による記述に託されている

ということである。

　やはりこの技術体系でも、デー

タ提供とそのデータに基づくサー

ビスは独立していること、さらに、

サービスの構築はそれ自体が一つ

のビジネスとして成立しうること

を想定している。こうした考え方

は、ウェブサービス技術全体に共

通の特徴である。

4   セマンティックウェブに関する研究動向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　以下では、セマンティックウェ

ブ技術の研究とこの技術を他分

野の研究に応用する研究をそれ

ぞれ紹介し、研究振興について考

察する。

４‐１

セマンティックウェブの
理論的研究

　理論的な研究として、幾つかの

課題を分け、その動向を簡単に述

べる。つぎに、応用分野へ適用す

る研究の事例として「バイオイン

フォマティクス」分野の応用事例

を取り上げる。さらに、国内で公

的資金によって現在実施されてい

る研究プロジェクトを簡単に紹介

する。

盧意味的統合
　セマンティックウェブ では、

共通の領域に関して複数のオント

ロジーが作成される場合がある。

例えば長年にわたって、複数の研

究所で蓄積されてきた文献データ

ベースを統合して運用する場合に

こうした状況が生じる。この場合、

オントロジー間の対応関係を構築

するといったことなど、複数の「セ

マンティック」の統合技術が重要

である。オントロジー間の対応の

取り方、大局的なオントロジーと

局所的なオントロジーがある場合

の対応の取り方、などの研究が重

要である。これらの研究は、人工

知能分野のデータベース分野にお

けるデータ統合研究の発展形と位

置づけられている。

図表４　サービスブローカの概念図

科学技術動向研究センターにて作成
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盪記述論理に基づく推論系
　オントロジーを記述するために

は、「論理式」を構成することに

なる。これは「述語論理」と呼ば

れる文法を利用して実現される。

オントロジーを記述する言語は、

OWL（Web Ontology Writing 

Language: オントロジー言語）と

呼ばれ、W3Cによって標準化が

進んでいる。述語論理によって知

識体系を記述することは、「Aな

らばＢである」といった関係の

集合を構築することに対応してい

る。こうして作られた集合がデー

タベースとして、セマンティック

ウェブにおける知識処理の基本と

なる。

　述語論理を利用した知識処理

は、「ＡならばＢである」「Ｂなら

ばＣである」…という断片的な知

識の集合から、「ＡならばＺであ

るか？」といった問い合わせに対

して回答を出力する、という形で

実現される。こうした操作は推

論機構と呼ばれる。つまり、対

象となる知識領域のオントロジ

ーデータベースを構築した上で、

OWLを利用した推論機能を領域

毎に効果的に実現するための研究

がセマンティックウェブでは重要

である。

蘯サービスの発見・連携・実行
　必要とするサービスをネット上

で発見し、サービスの提供を受け

るまでの過程は、利用者が何らか

のキーワードによってネット上の

サービスを検索し処理を実行する

ことである。このことは、インタ

ーネットの検索エンジンにキーワ

ードを記入し、関連するホームペ

ージを見つけるという行為を発展

させた状況といえる。このとき、

要求されるサービスの記述は一定

の構造をもつデータである。そこ

で、求めるサービスが、サービス

を提供する側の記述と合致するか

どうかの判定方法やその効率など

が研究の対象となっている。

　問い合わせの方式の具体的な各

種のアプリケーションへの適用や

ベンチマークなどを進めている研

究が行われている。また、推論エ

ンジンを用いて、サービスの組み

合わせを動的に構成する試みもあ

る。例えば、サービスに付けられ

サービスの内容を説明するメタデ

ータ間の関係を判定するアルゴリ

ズムの研究がこれにあたる。他に

サービス条件の比較や、文法レベ

ルの比較を併用するものもある。

４‐２

応用研究事例

盧 eScience
　米国メリーランド大学の

Hendler らは、セマンティックウ

ェブを用いて、グリッド型のコン

ピュータシステム上で多様な科学

的領域における問題解決を行う研

究を「eScience」と呼び、新しい

研究の方向を提唱している。念の

ため、ここで取り上げる「eScience」

は、英国で実施中の科学とコンピ

ュータについてのプロジェクトと

は別である７）。

　グリッドコンピューティングと

は、汎用の CPUを多数接続し、

計算処理を並列的に実行する考え

方である。例えば、ある結晶の特

性を予想する際、研究者は化学物

質の構造を既存のデータベースで

調べる必要が生じる。グリッドコ

ンピューティングは、大規模なデ

ータベースの検索とその上での比

較的軽い推論処理を実施すること

に非常に適している。このため、

グリッドコンピューティングは、

セマンティックウェブにおける処

理のためのエンジンとして有望で

あると考えられている。

　一方、専門知識に関するデー

タベースというものは、従来から

の蓄積があるが、これらは必ずし

も統一的に構築されてきたわけで

はない。そうしたデータベースの

データ形式や操作手順は様々であ

る。すなわち、データの規模、サ

ービスを提供するために必要な計

算量、他の操作との協調の方法な

どがデータベース毎に異なる。そ

こで、「相互運用性」を提供する

機能が必要である。数値シミュレ

ーションなどの結果をセマンティ

ックウェブによって記述し、その

結果を利用するようなサービスの

提供を実施するプラットフォーム

の構築が重要である。

　eScience では、幾つかの具体

的な科学技術データベースに関し

て、セマンティックウェブ技術を

導入し、共通の情報基盤を構築す

ることを試みている。既存の情報

の断片的部分から、研究者が望む

知識を取り出すためには、多岐に

亘るデータベースを通じて共通の

セマンティックスが規定されてい

なければならない。これによって、

幅広い領域にまたがる科学技術研

究のためのサービスが提供できる

としている。

盪 バイオインフォマティクス分野
における応用事例
　バイオインフォマティクス分野

でのセマンティックウェブの応用

事例としては、myGrid、MBOY-

Service、Semantic-MBOYという

三つの「GO：ゲノム・オントロ

ジー」がその代表例である。これ

らのGOは、データ同士の関係か

ら生体内で起こっている多種の反

応経路（例えば、代謝経路など）

に関するネットワーク関係を導出

するシステムである。

　生体内には、多種多様な物質

の反応経路が存在し、それらが

更にネットワークをもつという複

雑な制御が行われていると考え

られる。実際、研究により現在約

17,000 項目の、反応に関するルー

ルが蓄積されている。この反応経

路は「パスウエイ」と呼ばれるシ

グナル伝達経路である。GOに基

づくシステムは、パスウエイを文
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献から効果的に検索するためのツ

ールといえる。これを用いること

で、数100万の化学反応の中から、

着目している効果に有効な塩基対

や蛋白質に関するルールを検索す

ることができる。

　これらの研究プロジェクトで共

通に検討されている機能は、自動

的な情報サービス、構造化された

メッセージの提供とミドルウエア

の存在、情報サービス結果の表示

とそのためのインターフェースの

あり方、利用者の個別の要求に合

致させるための方策、複雑なオン

トロジーの構築などである。

蘯国内の研究事例
　以下は、人工知能学会の研究発

表に基づいて調査した、国内にお

ける科学技術分野のオントロジー

構築の事例である。２つの事例を

簡単に紹介する。

　大阪大学の産業科学研究所で

は、ナノテク材料技術に関する知

識の構造化を目指して、オントロ

ジーの構築とその利用が行われて

いる。ナノテク分野の研究では、

既存の幾つかの研究領域が幅広く

関与するものである。そこで、複

数の分野を横断した共通概念の提

供を目指して、『概念レベル』の

インターフェースの実現を目標と

している。現在具体的には、特許

情報などの分析により知識の体系

化を進めている。

　また、ゲノム総合科学研究セン

ターでは、薬のもつ分子レベルで

の反応経路（パスウエイ）の知識

ベースを構築している。まず、個

別の物質間の相互作用をRDFの

枠組みにより「薬物」、「生体物質」

「相互作用によって生成される出

力」３項関係で記述する。このよ

うにして蓄積された関係のデータ

ベース上に、薬機能に関するオン

トロジーを実装する。相互作用の

組み合わせに関する基本的なルー

ルを設定し、データベース上で推

論機能を実現する。これによって

薬物に関する相互作用の関係に対

する効果的な問い合わせが実現で

きる。研究者は、これを利用して、

絞り込まれた相互作用から反応経

路を推定することで新らたな反応

経路を発見できる。

盻 バイオインフォマティクス分野
での、セマンティックウェブ研
究の意義
　バイオインフォマティクス分野

でのある研究発表によると、彼ら

が実施したセマンティックウェブ

の応用という研究活動から、一般

的な知見として次のようなことが

言えるとしている。

　まず、分野固有の知識体系に関

するオントロジーの構築は、非常

に困難な作業である。特に、すで

にデータベース資産が存在してい

るような場合に、既存のデータ形

式との整合性などを考慮する必要

がありさらに困難となる。そこで、

この分野の研究には、多くの人材

の投入と時間が掛かると述べてい

る。また、セマンティックウェブ

の利用者が、その求めるサービス

をセマンティックウェブの文法で

記述しその表記法を通じて、提供

されるサービスを発見するという

方策は、他の多くの領域に応用で

きる可能性があり期待される。セ

マンティックウェブの先駆的な研

究事例としてバイオインフォマテ

ィクス分野が代表的である。大規

模なデータベースを利用して知識

処理を伴う検索機能を導入するこ

とは、今後他の専門領域に波及し

ていくと思われる。このため、バ

イオインフォマティクス分野で培

われた研究手法は、各種の専門的

なデータベースの研究に関して波

及効果が期待できるといえよう。

４‐３

研究振興のあり方

　セマンティックウェブ関連技

術の研究で最も重要な国際会議

の一つである ISWC2004（The 

3rd International Semantic Web 

Conference, 2004）が昨年 11 月に

広島で開催された。参加者は、総

勢 450名の参加者の内、海外から

の参加が 300名を越え、日本国内

で開催される国際会議としてはめ

ずらしく国際色が豊かであった。

発表された論文の質はいずれも高

く、20代と思しき研究者の発表が

印象深かった。

　この会議で基調講演を行った

のは、人工知能の父と呼ばれ、

1994 年のチューリング賞受賞

者であるスタンフォード大学の

Feigenbaum教授である。教授の

講演では、この分野の研究振興

のあり方が明確に示された。教授

の言葉を借りると、セマンティッ

クウエッブ研究のあり方に関す

るメッセージとして、「Give me 

something working !」と強く述べ

ていた。オントロジーの構築と運

用・管理に見られるように、セマ

ンティックウェブ研究では、高度

な人工知能研究の成果が応用され

る。教授のメッセージは、ともす

ると言語モデルなど理論的な研究

図表５　国内のセマンティックウェブ研究プロジェクトの例

研究内容 研究者の所属機関

ナノテク材料技術の知識構造化 大阪大学　産業科学研究所

宇宙システムの開発・運用支援 宇宙航空研究開発機構、大阪大学

バイオロジーにおける知識体系化 産業技術総合研究所　生命情報科学研究センター

薬機能 理化学研究所　ゲノム総合科学研究センター

科学技術動向研究センターにて作成
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に終始しがちなこの研究分野にお

いて、実践的応用の重要性を主張

したものと思われる。単に実践的

な応用の重要性のみを主張してい

るのではなく、「理論と実践の間

の螺旋的な進展を期待する」と補

足している。

　いま仮に、研究の推進体制をデ

ィシプリン型とミッション型に分

けて考えてみると、前者は既存の

学会活動のなかで自発的に行われ

るもので、後者は何らかのトップ

マネージメントが介在し、プロジ

ェクトの推進の中で、既存の専門

性の枠を超えて行われるといえよ

う。教授のいう螺旋的な進展には、

ミッション型のプロジェクトの設

定が必要であろう。

　例えば、セマンティックウェ

ブの有効性を知らしめる実証実

験の事例として、Semantic Web 

Challenge とよばれる応用システ

ムのコンペが国際的に行われてい

る８）。これは、セマンティックウ

ェブ技術への一般社会の理解を高

めるとともに、研究者の研究活動

を刺激してより高い目標設定を促

すといった目的で、いくつかの学

会の支援のもとで研究者有志が実

施しているコンペである。

　開始された 2003 年度は、10プ

ロジェクトの参加があり、優勝は、

英 国 University of Southampton 

の CS AKTive Space と呼ばれる

アプリケーションであった。これ

は、英国のコンピュータ科学研

究者を検索するシステムである。

2004 年のコンペに対しては、12

月現在で、18のプロジェクトが参

加している。日本からの参加は、

2003年の国立情報学研究所からの

「Semblog」１件である。今後こ

うしたプロジェクトに対する、我

が国の大学からの積極的な参加が

望まれる。

　もう一度 Feigenbaum 教授の

言葉を借りると、応用分野との接

点が重要なこの分野の研究上の進

展のためには、研究計画の立案に

あたって、研究の「道筋（path）」

の設定が重要である。例えば、教

授は、ロボットチームによるサッ

カー競技を例にあげて道筋の説

明をした。こうした競技会を設

定することは、当初は研究者の失

笑を買ったのかもしれないが、引

き続き実施されていくに従って、

「分散人工知能」分野における研

究上の蓄積が着実に達成されて

きたと説明している。一方、反

対の例としてある種のパターン

認識の研究を道筋が行き詰った

例として挙げた。認識精度のみを

コンマ数％のオーダーで追求する

ことは、処理能力が向上した現在

では研究上の意義が乏しいと説明

した。

　知識処理に関する日本の学界活

動のレベルは、大きなプロジェ

クトが推進された 80年代の人工

知能研究のブーム以来、決して低

くないと考えられる。しかし多く

の研究活動が、ディシプリン型で

実施されているように見受けられ

る。今後のこの分野の振興には、

教授のメッセージにもあるよう

な、ミッションを明確にした、分

野融合研究のマネージメントが求

められていると考える。すなわち、

螺旋的な道筋の先に、理論的にも

応用的にも意義のある成果がもた

らされるような環境設定・目標設

定が重要性であると考えられる。

5   むすび 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　本稿で特に、セマンティックウ

ェブ技術に着目した理由は、この

技術のもつサービス指向という性

格が、今後の ITの技術進化の方

向のみならず多くの科学技術領域

の融合研究テーマとして重要であ

ると考えるからである。

　現在、第３期基本計画の実施に

向けた検討が盛んである。情報通

信技術分野は、引き続き科学技術

政策上の重点分野の一つとみなさ

れており、特に他分野との融合領

域において、多くの重要な技術開

発課題が認識されている。

　融合領域の研究を振興するにあ

たっては、「道筋」を意識したミ

ッション型のマネージメントが重

要であり、セマンティックウェブ

研究には将にこうしたマネージメ

ントが求められている。
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　今月号より紙面を一新いたしました。読者の皆様へのアンケートや
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ンを検討させていただきました。

　内容につきましても一層の充実を図り、わかりやすく、役立つ科学

技術動向を目指します。ご期待ください。
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